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平成 26年 7月 22日

都道府県医師会

感染症危機管理担当理事 殿

日本医師会感染症危機管理紺策室長

小 森  貴

「予防接種法第 5条第 1項の規定による予防接種の実施について」の一部改正等について

今般、「予防接種法第 5条第 1項の規定による予防接種の実施について」の一部改正につ

いて、厚生労働省健康局長より各都道府県知事宛別添の通知がなされました。

本改正の概要は、(1)現在、定期の予防接種の積極的な勧奨の差し控えを行つている

ヒトパピローマウイルス感染症について、接種に当たつての留意点、接種後に広範な疼痛

又は運動障害を中心とする多様な症状が発生した場合の対応などについて定めるもの、

(2)本年 10月 1日 から定期の予防接種の姑象疾病に追加される水痘及び高齢者の肺炎

球菌感染症の予防接種の実施方法等について定めるものであります。

また、厚生労働省により、ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種に関するリーフレ

ット (3種)が作成されましたので情報提供いたします。

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知のうえ、貴会管下郡市区医師

会、関係医療機関等への周知方ご高配のほどよろしくお願い申し上げます。



健発 0716第 31号
平成 26年 7月 16日

各者I道府県知事 殿

厚 生 労 働 省 健 康 局 長

(公 印 省 μ各 )

「予防接種法第 5条第 1項の規定による予防接種の実施について」の一部改正について

予防接種法 (昭和 23年法律第 68号)第 5条第 1項の規定により市町村長が行 う予

防接種については、 「予防接種法第 5条第 1項の規定による予防接種の実施につい

て」 (平成 25年 3月 30日 付け健発 0330第 2号厚生労働省健康局長通知)の別添「定

期接種実施要領」により示 しているところである。今般、定期接種実施要領の一部に

ついて別紙のとお り改正することとしたので、貴職におかれては、貴管内市町村 (保

健所を設置する市及び特別区を含む。)及び関係機関等へ周知を図るとともに、その

実施に遺漏なきを期されたい。

記

1 改正の概要

(1)ヒ トパピローマウイルス感染症について、平成 25年 6月 14日 以降、定期の予

防接種の積極的な勧奨の差し控えを行つているところ、接種に当たっての留意点、

接種後に広範な疼痛又は運動障害を中心とする多様な症状が発生した場合の対応

などについて定めるもの。

(2)予防接種法施行令の一部を改正する政令 (平成 26年政令第 247号)が今月 2日

に、予防接種法施行規則及び予防接種実施規則の一部を改正する省令 (平成 26

年厚生労働省令第 80号)が本 日、それぞれ公布され、本年 10月 1日 から定期の

予防接種の姑象疾病に水痘及び高齢者の肺炎球菌感染症が追加されることとなっ

たことを受け、これらの予防接種の実施方法等について定めるもの。

2 施行期 日

1の (1)に係 る部分 (第二の 7)については平成 26年 8月 1日

1の (2)に係 る部分 (第二の 7以外の部分)については平成 26年 10月 1日



定期接種実施要領 (抄)新 旧対照表

第 1 総論

1 (略 )

2 対象者等に対する周知

(1)定期接種を行う際は、政令第 5条の規定によ

る公告を行い、政令第 6条の規定により定期接

種の対象者又はその保護者に対 して、あらかじ

め、予防接種の種類、予防接種を受ける期日又

は期間及び場所、予防接種を受けるに当たって

注意すべき事項、予防接種を受けることが適当

でない者、接種に協力する医師その他必要な事

項が十分周知されること。その周知方法につい

ては、やむを得ない事情がある場合を除き、個

別通知とし、確実な周知に努めること。

ヒ トパ ピローマウイルス感染症の定期接種

を行 う際は、使用するワクチンについて、子宮

頸がんそのものを予防する効果は現段階で証

明されていないものの、子宮頸がんの原因とな

るがんに移行する前段階の病変の発生を予防

する効果は確認されており、定期接種が子宮頸

がんの予防を主眼 としたものであることが適

切に伝わるよう努めるものとし、また、B類疾

病の定期接種を行 う際は、接種を受ける法律上

の義務はなく、かつ、自らの意思で接種を希望

する者のみに接種 を行 うものであることを明

示 した上で、上記内容が十分周知されること。

(2)～ (4)(略 )

3～ 4(略 )

5 接種の場所

定期接種については、適正かつ円滑な予防接種

の実施のため、市町村長の要請に応 じて予防接種

に協力する旨を承諾 した医師が医療機関で行 う

個別接種を原則とすること。ただ し、予防接種の

実施に適 した施設において集団を対象に して行

うこと (集団接種)も 差 し支えない。

改正後

第 1 総論

1 (略 )

2 対象者等に対する周知

(1)定期接種を行う際は、政令第 5条の規定によ

る公告を行い、政令第 6条の規定により定期接

種の対象者又はその保護者に対 して、あらか じ

め、予防接種の種類、予防接種を受ける期日又

は期間及び場所、予防接種を受けるに当たつて

注意すべき事項、予防接種を受けることが適当

でない者、接種に協力する医師その他必要な事

項が十分周知されること。その周知方法につい

ては、やむを得ない事情がある場合を除き、個

別通知とし、確実な周知に努めること。

ヒ トパ ピローマウイルス感染症の定期接種

を行う際は、使用するワクチンについて、子宮

顕がんそのものを予防する効果は現段階で証

明されていないものの、子宮頃がんの原因とな

るがんに移行する前段階の病変の発生を予防

する効果は確認されており、定期接種が子宮頸

がんの予防を主眼 としたものであることが適

切に伝わるよう努めるものとし、また、B類疾

病 (イ ンフルエンザ)の定期接種を行 う際は、

接種を受ける法律上の義務はなく、かつ、自ら

の意思で接種を希望する者のみに接種 を行 う

ものであることを明示 した上で、上記内容が十

分周知されること。

(2)～ (4)(略 )

3～ 4(略 )

5 接種の場所

定期接種については、適正かつ円滑な予防接種

の実施のため、市町村長の要請に応じて予防接種

に協力する旨を承諾 した医師が医療機関で行う

個別接種を原則とすること。ただし、予防接種の

実施に適 した施設において集団を対象にして行

うこと (集団接種)も差し支えない。

現 行



また、定期接種の対象者が寝たきり等の理由か

ら、当該医療機関において接種を受けることが困

難な場合においては、予防接種を実施する際の事

故防止対策、副反応対策等の十分な準備がなされ

た場合に限り、当該対象者が生活の根拠を有する

自宅や入院施設等において実施しても差 し支え

ない。これらの場合においては、「13 A類 疾

病の定期接種を集団接種で実施する際の注意事

項Jに留意すること。

なお、市町村長は、学校等施設を利用して予防

接種を行う堀合は、管内の教育委員会等関係機関

と緊密な連携を図り実施すること。

6～ 8(略 )

9 予診票

(1)乳幼児や主に小学生が接種対象となつている

定期接種 (ジ フテリア、百日せき、破傷風、急

性灰白髄炎、麻しん、風しん、日本脳炎、結核、

Hib感 染症ェ′!ヽ 児の肺炎球菌感染症又は水

痘)については様式第二予防接種予診票 (乳幼

児・小学生対象)を、ヒトパピローマウイルス

感染症の定期接種のうち、接種を受ける者に保

護者が同伴する場合及び接種を受ける者が既

婚者の場合については様式第ニヒトパピロー

マウイルス感染症予防接種予診票 (保護者が同

伴する場合、受ける人が既婚の場合)を、接種

を受ける者に保護者が同伴 しない場合につい

ては様式第四ヒトパピローマウイルス感染症

予防接種予診票 (保護者が同伴しない婦合)を、

インフルエンザの定期接種については様式第

五インフルエンザ予防接種予診票を、高齢者の

肺炎球菌感染症の定期接種については様式第

六高齢者用肺炎球菌ワクチン予防接種予診票

を、それぞれ参考にして予診票を作成するこ

と。

なお、予診票については、予防接種の種類

により異なる紙色のものを使用すること等によ

り予防接種の実施に際 して混同を来さないよう

また、インフルエンザの定期接種の対象者につ

いて、接種を希望する者が寝たきり等の理由か

ら、当該医療機関において接種を受けることが困

難な場合においては、予防接種を実施する際の事

故防止対策、副反応対策等の十分な準備がなされ

た場合に限り、当該医師による接種を希望する者

が生活の根拠を有する自宅や入院施設等におい

て実施しても差し支えない。これらの場合におい

ては、「13 A類 疾病の定期接種を集団接種で

実施する際の注意事項Jに留意すること。

なお、市町村長は、学校等施設を利用して予防

接種を行う場合は、管内の教育委員会等関係機関

と緊密な連携を図り実施すること。

6～ 8(略 )

9 予診票

(1)乳幼児や主に小学生が接種対象となっている

定期接種 (ジ フテリア、百日せき、破傷風、急

性灰白髄炎、麻しん、風しん、日本脳炎、結核、

Hib感染症又は小児の肺炎球菌感染症)につ

いては様式第二予防接種予診票 (乳幼児・小学

生対象)を、ヒトパピローマウイルス感染症の

定期接種のうち、機種を受ける者に保護者が同

伴する場合及び接種を受ける者が既婚者の場

合については様式第ニヒトパピローマウイル

ス感染症予防接種予診票 (保護者が同伴する場

合、受ける人が既婚の拐合)を 、接種を受ける

者に保護者が同伴 しない場合については様式

第四ヒトパピローマウイルス感染症予防接種

予診票 (保護者が同伴しない場合)を、インフ

ルエンザの定期接種については様式第五イン

フルエンザ予防接種予診票を参考にして予診

票を作成すること。

なお、予診票については、予防接種の種類

により異なる紙色のものを使用すること等によ

り予防接種の実施に際 して混同を来さないよう



配慮すること。

(2)～ (3)(略 )

10 予診並びに予防接種不適当者及び予防接種

要注意者

(1)(略 )

(2)個別接種については、原則、保護者の同伴が

必要であること。

ただし、政令第 1条の 3第 2項の規定によ

る対象者に対して行う予防接種、政令附則第

4項による日本脳炎の定期接種及びヒトパピ

ローマウイルス感染症の定期接種 (いずれも

13歳以上の者に接種する場合に限る。)に お

いて、あらか じめ、接種することの保護者の

同意を予診票上の保護者 自署欄にて確認でき

た者については、保護者の同伴を要 しないも

のとする。

また、接種の実施に当たっては、被接種者

本人が予防接種不適当者又は予防接種要注意

者か否かを確認するために、予診票に記載さ

れている質問事項に対する回答に関する本人

への問診を通 じ、診察等を実施 したうえで、

必要に応 じて保護者に連絡するなどして接種

への不適当要件の事実関係等を確認するため

の予診に努めること。

なお、被接種者が既婚者である場合は、こ

の限 りではない。

(3)(略 )

(4)B類 疾病の定期接種の実施に際 しては、接

種 を受ける法律上の義務がないことか ら、対

象者が自らの意思で接種を希望 していること

を確認すること。対象者の意思の確認が容易

でない場合は、家族又はかか りつけ医の協力

を得て、その意思を確認することも差 し支え

ないが、明確に対象者の意思を確認できない

場合は、接種 してはならないこと。

(5)予 診の結果、異常が認められ、予防接種実施

規則 (昭和 33年厚生省令第 27号以下「実施

規則」という。)第 6条に規定する者に該当

す る疑 いのある者 と判断 され る者に対 して

配慮すること。

(2)～ (3)(略 )

10 予診並びに予防接種不適当者及び予防接種

要注意者

(1)(略 )

(2)個別接種については、原則、保護者の同伴が

必要であること。

ただ し、政令第 1条の 2第 2項の規定によ

る対象者に対 して行 う予防接種、政令附則第

4項による日本脳炎の定期接種及びヒ トパ ピ

ローマウイルス感染症の定期接種 (いずれも

13歳以上の者に接種する場合に限る。)にお

いて、あらか じめ、接種することの保護者の

同意を予診票上の保護者 自署欄にて確認でき

た者については、保護者の同伴を要 しないも

のとする。

また、接種の実施に当たっては、被接種者

本人が予防接種不適当者又は予防接種要注意

者か否かを確認するために、予診票に記載さ

れている質問事項に対する回答に関する本人

への問診を通 じ、診察等を実施 したうえで、

必要に応 じて保護者に連絡するなどして接種

への不適当要件の事実関係等を確認するため

の予診に努めること。

なお、被接種者が既婚者である場合は、こ

の限 りではない。

(3)(略 )

(4)イ ンフルエンザの定期接種の実施に際 して

は、接種を受ける法律上の義務がないことか

ら、対象者が自らの意思で接種を希望 してい

ることを確認すること。対象者の意思の確認

が容易でない場合は、家族又はかか りつけ医

の協力を得て、その意思を確認することも差

し支えないが、明確に対象者の意思を確認で

きない場合は、接種 してはならないこと。

(5)予診の結果、異常が認められ、予防接種実施

規則 (昭和 33年厚生省令第 27号以下「実施

規則Jと いう。)第 6条に規定する者に該当

する疑いのある者 と判断 され る者に対 して



は、当日は接種を行わず、必要があるときは、

精密検査を受けるよう指示すること。この場

合、 B類疾病の定期接種については、法の趣

旨を踏まえ、積極的な接種勧奨とならないよ

う特に留意すること。なお、インフルエンザ

の定期接種で接種後 2日 以内に発熱のみ られ

た者及び全身性発疹等のアレルギーを疑 う症

状を呈 したことがある者は、予防接種法施行

規則 (昭和 23年厚生省令第 36号。以下「施

行規則Jと いう。)第 2条第 7号に該当する

ことに留意すること。

(6)(略 )

11 予防接種後副反応等に関する説明及び同意

予診の際は、予防接種の有効性・安全性、予防

接種後の通常起こり得る副反応及びまれに生じ

る重い副反応並びに予防接種健康被害救済制度

について、定期接種の対象者又はその保護者がそ

の内容を理解し得るよう適切な説明を行い、予防

接種の実施に関して文書により同意を得た場合

に限り接種を行うものとすること。

ただし、政令第 1条の3第 2項の規定による対

象者に対して行う予防接種、政令附則第 4項によ

る日本脳炎の定期接種及びヒトパピローマウイ

ルス感染症の定期接種 (いずれも 13歳 以上の者

に接種する場合に限る。)において、保護者が接

種の場に同伴しない場合には、予防接種の有効性

・安全性、予防接種後の通常起こり得る副反応及

びまれに生じる重い副反応並びに予防接種健康

被害救済制度についての説明を事前に理解する

必要があるため、様式第四ヒトパピローマウイル

ス感染症予防接種予診票 (保護者が同伴しない場

合)を参考に、説明に関する情報を含有している

予診票を作成した上で、事前に保護者に配布し、

保護者がその内容に関する適切な説明を理解 し

たこと及び予防接種の実施に同意することを当

該予診票により確認できた場合に限り接種を行

うものとすること。

なお、児童福祉施設等において、接種の機会ご

とに保護者の文書による同意を得ることが困難

は、当日は接種を行わず、必要があるときは、

精密検査を受けるよう指示すること。この場

合、インフルエンザの定期接種については、

法の趣旨を踏まえ、積極的な接種勧奨となら

ないよう特に留意すること。なお、インフル

エンザの定期接種で接種後 2日 以内に発熱の

みられた者及び全身性発疹等のアレルギーを

疑う症状を呈したことがある者は、予防接種

法施行規則 (昭和 23年厚生省令第 36号。以

下「施行規則」という。)第 2条第 7号に該

当することに留意すること。

(6)(略 )

11 予防接種後副反応等に関する説明及び同意

予診の際は、予防接種の有効性・安全性、予防

接種後の通常起こり得る副反応及びまれに生じ

る重い副反応並びに予防接種健康被害救済制度

について、定期接種の対象者又はその保護者がそ

の内容を理解し得るよう適切な説明を行い、予防

接種の実施に関して文書により同意を得た場合

に限り接種を行うものとすること。

ただし、政令第 1条の 2第 2項の規定による対

象者に対して行う予防接種、政令附則第4項によ

る日本脳炎の定期接種及びヒトパピローマウイ

ルス感染症の定期接種 (いずれも 13歳以上の者

に接種する場合に限る。)において、保護者が接

種の場に同伴しない場合には、予防接種の有効性

・安全性、予防接種後の通常起こり得る副反応及

びまれに生じる重い副反応並びに予防接種健康

被害救済制度についての説明を事前に理解する

必要があるため、様式第四ヒトパピローマウイル

ス感染症予防接種予診票 (保護者が同伴しない場

合)を参考に、説明に関する情報を含有している

予診票を作成した上で、事前に保護者に配布し、

保護者がその内容に関する道切な説明を理解 し

たこと及び予防接種の実施に同意することを当

該予診票により確認できた場合に限り接種を行

うものとすること。

なお、児童福祉施設等において、接種の機会ご

とに保護者の文書による同意を得ることが困難



であることが想定される場合には、当該施設等に

おいて、保護者の包括的な同意文書を事前に取得

しておくことも差し支えなく、また、被接種者が

既婚者である場合は、被接種者本人の同意にて足

りるものとする。

12(略 )

13

(1)～ (5)(略 )

(6)保護者の同伴要件

集回接種については、原則、保護者の同伴

が必要であること。

ただ し、政令第 1条の 3第 2項の規定によ

る対象者に対 して行 う予防接種、政令附則第

4項による日本脳炎の定期接種及びヒ トパ ピ

ローマウイルス感染症の定期接種 (い ずれも

13歳以上の者に接種する場合に限る。)にお

いて、あらか じめ、接種することの保護者の

同意を予診票上の保護者自署欄にて確認でき

た者については、保護者の同伴を要 しないも

のとする。

また、接種の実施に当たっては、被接種者

本人が予防接種不適当者又は予防接種要注意

者か否かを確認するために、予診票に記載さ

れている質問事項に対する回答内容に関する

本人への問診を通 じ、診察等を実施 したうえ

で、必要に応 じて保護者に連絡するなどして

接種への不適当要件の事実関係等を確認する

ための予診に努めること。

なお、被接種者が既婚者である場合は、こ

の限 りではない。

(7)(略 )

(8)女性に対する接種の注意事項

政令第 1条の 3第 2項の規定による対象者

に対 して行 う予防接種、政令附則第 4項で定

める日本脳炎の定期接種及びヒ トパ ピローマ

ウイルス感染症の定期接種対象者の うち、13

歳以上の女性への接種に当たつては、妊娠中

若 しくは妊娠 している可能性がある場合には

であることが想定される場合には、当該施設等に

おいて、保護者の包括的な同意文書を事前に取得

しておくことも差し支えなく、また、被接種者が

既婚者である場合は、被接種者本人の同意にて足

りるものとする。

12(略 )

13

(1)～ (5)(略 )

(6)保護者の同伴要件

集団接種については、原則、保護者の同伴

が必要であること。

ただし、政令第 1条の 2第 2項の規定によ

る対象者に対して行う予防接種、政令附則第

4項による日本脳炎の定期接種及びヒトパピ

ローマウイルス感染症の定期接種 (いずれも

13歳以上の者に接種する場合に限る。)にお

いて、あらかじめ、接種することの保護者の

同意を予診票上の保護者自署欄にて確認でき

た者については、保護者の同伴を要 しないも

のとする。

また、接種の実施に当たつては、被接種者

本人が予防接種不適当者又は予防接種要注意

者か否かを確認するために、予診票に記載さ

れている質問事項に対する回答内容に関する

本人への問診を通じ、診察等を実施したうえ

で、必要に応して保護者に連絡するなどして

接種への不適当要件の事実関係等を確認する

ための予診に努めること。

なお、被接種者が既婚者である場合は、こ

の限りではない。

(7)(略 )

(8)女性に対する接種の注意事項

政令第 1条の 2第 2項の規定による対象者

に対して行う予防接種、政令附則第 4項で定

める日本脳炎の定期接種及びヒトパピローマ

ウイルス感染症の定期接種対象者のうち、13

歳以上の女性への接種に当たつては、妊娠中

若しくは妊娠している可能性がある場合には



原則接種しないこととし、予防接種の有益性

が危険性を上回ると判断した場合のみ接種で

きる。このため、接種医は、入念な予診が尽

くされるよう、予診票に記載された内容だけ

で判断せず、必ず被接種者本人に、日頭で記

載事実の確認を行うこと。また、その際、被

接種者本人が事実を話しやすいような環境づ

くりに努めるとともに、本人のプライバシー

に十分配慮すること。

14(略 )

15 予防接種の実施の報告

市町村長は、定期接種を行つたときは、政令

第 7条の規定による報告を「地域保健 日健康増

進事業報告J(厚生労働省大臣官房統計情報部

作成)の作成要領に従つて行うこと。

16(略 )

17 他の予防接種との関係

(1)乾燥弱毒生麻しん風しん混合ワクチン、乾燥

弱毒生麻しんワクチン、乾燥弱毒生風しんワク

チン、経皮接種用乾燥BCGワ クチン又は乾燥

弱毒生水痘 ワクチ ンを接種 した日か ら別の種

類の予防接種を行うまでの間隔は、27日 以上お

くこと。沈降精製百日せきジフテリア破傷風不

活化ポリオ混合ワクチン、沈降精製百日せきジ

フテリア破傷風混合ワクチン、不活化ポリオワ

クチン、乾燥細胞培養日本脳炎ワクチン、沈降

ジフテリア破傷風混合 トキツイ ド、乾燥ヘモフ

ィルス b型ワクチン、沈降 13価肺炎球菌結合

型ワクチン、組換え沈降 2価 (4価)ヒ トパピ

ローマウイルス様粒子ワクチン、インフルエン

ザHAワ クチン又は 23価肺炎球菌爽膜ポリサ

ッカライ ドワクチンを接種 した日から別の種

類の予防接種を行 うまでの間隔は、6日 以上お

くこと。

(2)(略 )

原則接種 しないこととし、予防接種の有益性

が危険性を上回ると判断 した場合のみ接種で

きる。このため、接種医は、入念な予診が尽

くされるよう、予診票に記載された内容だけ

で判断せず、必ず被接種者本人に、口頭で記

載事実の確認を行 うこと。また、その際、被

接種者本人が事実を話 しやすいような環境づ

くりに努めるとともに、本人のプライバシー

に十分配慮すること。

14(略 )

15 予防接種の実施の報告

市町村長は、定期接種を行つたときは、政令

第 7条の規定による報告を「地域保健・老人保

健事業報告」 (厚生労働省大臣官房統計情報部

作成)の作成要領に従つて行うこと。

16(略 )

17 他の予防接種との関係

(1)乾 燥弱毒生麻しん風しん混合ワクチン、乾

燥弱毒生麻しんワクチン、乾燥弱毒生風し

んワクチン又は、経皮接種用乾燥BCGワ

クチンを接種した日から別の種類の予防接

種を行うまでの間隔は、27日 以上おくこと。

沈降精製百日せきジフテリア破傷風不活化

ポリオ混合ワクチン、沈降精製百日せきジ

フテリア破傷風混合ワクチン、不活化ポリ

オワクチン、乾燥細胞培養日本脳炎ワクチ

ン、沈降ジフテリア破傷風混合 トキツイ ド、

乾燥ヘモフィルス b型ワクチン、沈降 13価

肺炎球菌結合型ワクチン及び組換え沈降 2

価 (4価 )ヒ トパピローマウイルス様粒子

ワクチンを接種した日から別の種類の予防

接種を行うまでの間隔は、 6日 以上おくこ

と。

(2)(略 )



18 長期にわたり療養を必要とする疾病にかか

つた者等の定期接種の機会の確保

(1)イ ンフルエンザを除く法の対象疾病 (以下「特

定疾病」という。)について、それぞれ政令で

定める予防接種の対象者であつた者 (当該特定

疾病にかかつている者又はかかつたことのあ

る者その他施行規則第 2条各号に規定する者

を除く。)で あつて、当該予防接種の対象者で

あつた間に、 (2)の特別の事情があることに

より予防接種を受けることができなかつたと

認められる者については、当該特別の事情がな

くなつた日から起算して2年 (高齢者の肺炎球

菌感染症に係る定期接種を受けることができ

なかつたと認められるものについては、当該粒

別の事情がな くなった日か ら起算 して 1年 ) を

経過する日までの問 ((3)の場合を除く。)、

当該特定疾病の定期接種の対象者とすること。

(2)～ (5)

19～ 21(略 )

第2 各論

1～ 3(略 )

4 結核の定期接種

(1)～ (2)(略 )

(3)コ ッホ現象出現時の対応

ア  (略 )

イ 市町村長におけるコッホ現象事例報告書

の取扱い

市町村長は、あらかじめ様式第上コツホ

現象事例報告書を管内の医療機関に配布

し、医師がコッホ現象を診断した場合に、

保護者の同意を得て、直ちに当該被接種者

が予防接種を受けた際の居住区域を管轄す

る市町村長へ報告するよう協力を求めるこ

と。

また、市町村長は、医師からコッホ現象

の報告を受けた場合は、保護者の同意を得

て、コッホ現象事例報告書を都道府県知事

18 長期にわたり療養を必要とする疾病にかか

つた者等の定期接種の機会の確保

(1)イ ンフルエンザを除く法の対象疾病 (以下「特

定疾病」という。)について、それぞれ政令で

定める予防接種の対象者であつた者 (当該特定

疾病にかかつている者又はかかつたことのあ

る者その他施行規則第 2条各号に規定する者

を除く。)であつて、当該予防接種の対象者で

あつた間に、 (2)の特別の事情があることに

より予防接種を受けることができなかつたと

認められる者については、当該特別の事情がな

くなつた日から起算して 2年 を経過する日ま

での間 ((3)の場合を除く。)、 当該特定疾

病の定期接種の対象者とすること。

(2)～ (5)(略 )

19～ 21(略 )

第 2 各論

1～ 3(略 )

4 結核の定期接種

(1)～ (2)(略 )

(3)コ ッホ現象出現時の対応

ア  (略 )

イ 市町村長におけるコッホ現象事例報告書

の取扱い

市町村長は、あらかじめ様式第六のコッ

ホ現象事例報告書を管内の医療機関に配布

し、医師がコッホ現象を診断した場合に、

保護者の同意を得て、直ちに当該被接種者

が予防接種を受けた際の居住区域を管轄す

る市町村長へ報告するよう協力を求めるこ

と。

また、市町村長は、医師からコッホ現象

の報告を受けた場合は、保護者の同意を得

て、コッホ現象事例報告書を都道府県知事



に提出すること。

ウ・工 (略 )

5(1)・ (2)(略 )

(3)初回接種開始時に生後 12月 に至った日の翌

日から生後 60月 に至るまでの間にある者

乾燥ヘモフィルス b型 ワクチンを使用 し、

1回行 うこと。なお、政令第 1条の 3第 2項

の規定による対象者に対 しても同様 とするこ

と。

(4)(略 )

6 小児の肺炎球菌感染症の定期接種

小児の肺炎球菌感染症の予防接種は、初回接種

の開始時の月齢ごとに以下の方法により行う

こととし、 (1)の方法を標準的な接種方法と

すること。

(1)～ (3)(略 )

(4)初回接種開始時に生後 24月 に至つた日の翌

日から生後 60月 に至るまでの間にある者

沈降 13価肺炎球菌結合型ワクチンを使用

し、 1回行うこと。なお、政令第 1条の 3第

2項の規定による対象者に対しても同様とす

ること。

(削除)

7 ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種

(1)ヒ トパピローマウイルス感染症の定期接種

の対応については、当面の間、「ヒ トパ ピロ

―マウイルス感染症の定期接種の対応につい

て (勧告)」 (平成 25年 6月 14日付け健発

0614第 1号厚生労働省健康局長通知)の とお

りであること。

(2)次に掲げる者については、ヒトパピローマ

に提出すること。

ウ・工 (略 )

5(1)・ (2)(略 )

(3)初 回接種開始時に生後 12月 に至つた日の翌

日から生後 60月 に至るまでの間にある者

乾燥ヘモフィルス b型 ワクチンを使用 し、

1回行 うこと。なお、政令第 1条の 2第 2項

の規定による対象者に対 しても同様 とするこ

と。

(4)(略 )

6 小児の肺炎球菌感染症の定期接種

小児の肺炎球菌感染症の予防接種は、初回接種

の開始時の月齢 ごとに以下の方法により行 う

こととし、 (1)の方法を標準的な接種方法と

すること。

(1)～ (3)(略 )

(4)初回接種開始時に生後 24月 に至つた日の翌

日から生後 60月 に至るまでの間にある者

沈降 13価肺炎球菌結合型ワクチンを使用

し、 1回行 うこと。なお、政令第 1条の 2第

2項の規定による対象者に対 しても同様とす

ること。

(5)小児の肺炎球菌の予防接種について、平成 26

年 4月 1日 より前に、旧規則に規定する接種

の間隔を超えて行つた接種であつて、新規則

に規定する予防接種に相当する接種を受けた

者は、医師の判断と保護者の同意に基づき、

既に接種した回数分の定期接種を受けたもの

としてみなすことができること。

フ ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種

(新設)

(新設)



ウイルス感染症の予防接種後に広範な疼痛又

は運動障害を中心とする多様な症状が発生す

る場合があるため電予診に当たっては、これ

らの者の接種について慎重な判断が行われる

よう留意すること。

ア 外傷等を契機 として、原因不明の落痛が続い

たことがある者

イ 他のワクチンを含めて以前にワクチンを接

種 した際に激しい疼痛や四肢のしびれが生じ

たことのある者

(3)ヒ トパピローマウイルス感染症の予防接種

当 ■ ぅ T Itt rフ ′7手 ラ 丼 樺 I壼 士 ス 日的  冨‖層

応等について、十分な説明を行つた上で、かか

りつけ医など被接種者が安心して予防接種を

受けられる医療機関で行うこと。

(4)～ (7)(略 )

(8)やむを得ず集回接種を行う場合には、 (7)

を連守するとともに、ヒトパピローマウイルス

感染症は性感染症であること等から、特段の配

慮を行うこと。

(9)ヒ トパピローマウイルス感染症の予防接種後

に広範な落痛又は運動障害を中心とする多様

な症状が発生 した場合、次に掲げる事項につい

て適切に対応すること。

ア 法の規定による副反応報告の必要性の検

討

イ 当該予防接種以降のヒ トパ ピローマウイ

レス 威 摯 岸 の 希 睛 岸 焉 寿 各 お ナ」`いことの給

討

ウ 神経学的・免疫学的な鑑別診断及び適切

な治療が可能な医療機関の紹介

(10) (略 )

8 水痘の定期接種

(1)対象者

水痘の予防接種は、生後 12月 から生後 36月

に至るまでの間にある者に対し、乾燥弱毒生水

痘ワクチンを使用し、生後 12月 から生後 15月

に達するまでの期間を 1回 目の接種の標準的な

機種期間として、 3月 以上、標準的には 6月 か

(新設 )

(1)～ (4)(略 )

(5)やむを得ず集団接種を行う場合には、 (4)

を連守するとともに、ヒトパピローマウイルス感

染症は性感染症であること等から、特段の配慮を

行うこと。

(新設)

(6) (略 )

(新設)



ら12月 までの間隔をおいて2回行うこと。_

(2)平成 26年 10月 1日 より前の接種の取扱い

ア 平成 26年 10月 1日 より前に、生後 12月

以降に 3月 以上の間隔をおいて、乾燥弱毒生

水痘ワクチンを2回接種 した (1)の対象者

!士 当 三カ弔 r片博 活 か 中 朗 ↓キ馬 と I τ ttI十 ス
「

とはできないこと。

イ 平成 26年 10月 1_日 より前に、生後 12月 以

降に乾燥弱毒生水痘ワクチンを 1回接種し

た者は、既に当該定期接種を 1回受けたもの

とみなすこと。

ウ  平成 26年 10月 1日 より前 にヽ生後 12月

以降に 3月 未満の期間内に 2回 以上乾燥弱

毒生水痘ワクチンを接種 した者は、既に当該

中 Jヨ捧 焉 寿 1同導 1+Ⅲ ■・r7ヽ ルみ ナュ`十
「

ル⌒F

の場合においては、生後 12月 以降の初めて

の接種から3月 以上の間隔をおいて 1回 の接

種を行うこと。

(3)予防接種の特例

平成 26年 10月 1日 から平成 27年 3月 31日

までの間は、生後 36月 に至った日の翌日から

牛 格 60 日 に 至 ス 主 で の F日弓 ある者 I ついても

定期接種の対象とすること。接種の方法として

は、乾燥弱毒生水痘ワクチンを使用 し、1回行

うこと。

これ らの者については、生後 12月 以降に 1

回以上乾燥弱毒生水痘ワクチンを接種した者

は、当該予防撻種 存申期 >1.r ttH十 ス μ

はできないこと。

9 高齢者の肺炎球菌感染症の定期接種

(1)対象者

高齢者の肺炎球菌感染症の予防接種は、次に

掲げる者に対 し、23価肺炎球菌爽膜ポリサッカ

ライ ドワクチンを使用 し、 1回行うこと。ただ

し、イに該当する者として こ当該 予防機種 を

受けた者は、アの対象者か ら除 くこと。

ア 65歳の者

イ 60歳以上 65歳未満の者であつて、心臓、

腎臓又は呼吸器の機能に自己の身辺の日

(新設 )



常生活活動が極度に制限される程度の障

害を有する者及びヒト免疫不全ウイルス

士 し,■]お の 博 』釘 日堂 牛 活 ザ|ミ !壬 )'ス ,デ

不可能な程度の障害を有する者

(2)平成 26年 10月 1日 より前 の構種 の取扱 い

平成 26年 10月 1日 より前に、23価肺炎球菌

爽膜ポリサッカライ ドワクチンを 1回 以上接

種した者は、当該予防接種を定期接種として受

けることはできないこと。

(3)接種歴の確認

高齢者の肺炎球菌感染症の予防接種を行 う

に当たつては、予診票により、当該予防接種

の接種歴について確認を行うこと。

(4)予防接種の特例

7 平 Fけ

'A生
10日 1日 九ヽ ス軍 計 ,7生 a tt Rl

日主 rの F日日本 r 1 うア の対 象者 にて)い て「士ヽ

平成 26年 3月 31日 において 100歳以上の

者及び同年 4月 1日 から平成 27年 3月 31

日までの間に 65歳 、70歳 、75歳、80歳、

85歳、90歳、95歳又は 100歳 となる者とす

ること。

イ 平成 27年 4月 1日 から平成 31年 3月 31

日までの間、 (1)ア の対 て)い て「±^

65歳、70歳、15歳、80歳 、85歳、90歳、

95歳又は 100歳 となる日の属する年度の初

日から当該年度の末日までの間にある者と

すること。

様式第六  高齢者用肺炎球菌ワクチン予防接種予

診票

様式第七  コッホ現象事例報告書

(新設 )

様式第六 コッホ現象事例報告書



式第様

高齢者用肺炎球菌ワクチン予防接種予診票

医師記入欄

以上の問診及び診察の結果、今日の予防接種は (可能・見合わせる)

本人に対して、予防接種の効果、副反応及び予防接種健康被害救済制度について、説明した。

医師署名又は記名押印

Lot No

フクチンロッ ト番号

ml

接種量

実施場所

医師名

接種年月日 平成   年   月   日

実施場所・医師名 。接種年月日

高齢者用肺炎球菌ワクチン予防機種希望書 (医師の診察の結果、接種が可能と判断された後に記入してください。)

医師の診察・説明を受け、予防接種の効果や副反応などについて理解した上で、接種を希望しますか。

( 接種を希望します 。接種を希望しません )

この予診票は、予防接種の安全性の確保を目的としています。

このことを理解の上、本予診票が市町村に提出されることに同意します。

平成  年  月  日  被接種者自署

生 年 月 日

氏 名

住 所

診察前の体温

明治 。 大正 ・ 昭和 年 月 日生   (満 歳 )

男 。女

度 分

今日の予防接種について質問がありますか。

最近 1か月以内に熱が出たり、病気にかかつたりしましたか。

病名 (                        )

その病気を診てもらつている医師に今日の予防接種を受けてよいと言われました力七

心臓病

病名 (

腎臓病、肝臓病、血液疾患などの慢性疾患にかかつたことがありますか。

)

1か月以内に予防接種を受けましたか。

予防接種の種類    ( )

ひきつけ (け いれん)を起こしたことがありますか。

今日、体に具合の悪いところがありますか。

具合の悪い症状を書いてください。  ( )

免疫不全と診断されたことがありますか。

現在、何か病気にかかつていますか。

病 名 (                 )
治療 (投薬など)を受けていますか。

その病気の主治医には、今日の予防接種を受けてもよいと言われましたか。

今日の予防接種の効果や副反応などについて理解しましたか。

今日の肺炎球菌ワクチンの予防接種について市町村から配られている説明書を読み

ましたか。

肺炎球菌ワクチンの予防接種を受けたことがありますか。

質 問 事 項

は い

は い

|よ い

|ま い

|ま い

は い

|ま ヤヽ

,■ い

イよい

|ま い

1ま い

′よい

は い

は い

いいえ

いいえ

いいえ

い い 身

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

回  答  欄

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

医師記入欄

(※ 自署できない者は代筆者が署名 し、代筆者氏名及び被接種者との続柄を記載)



様式第七

コッホ現象事例報告書

都道府県  郡  市町村   保健所

精

密

検

査

※

胸部エックス線検査所見

CT(実施の場合 )

×

(  ×  )ツ反 :

×

IGRA(実施の場合 :QFT,T―Spot TB)

結果 :

接種時期 :平成

(ま たは生

年  月 日

か月 )

平成  年  月  日

医療機関名

作成者医師 (署名又は記名押FP)

事後措置/転帰

終了 (異常所見又は症状出現時受診 )

経過観察 (   か月後)

潜在性結核感染症治療

結核治療 (診断名

他医療機関紹介

その他 ( )

判定

非特異反応、結核感染、結核発病、判定保留、

その他 (               )

結核忠者との接触状況

局所変化の状況 。経過 (初 めて気付いた時期 :平成  年  月  日)

BCGワ クチンロット

住所 保護者氏名

氏名 生年月 日 平成  年  月  日  (男 ・女 )

※医師の判断により精密検査を行つた場合のみ記入すること。

この報告書は、予防接種の安全性の確保及び結核のまん延の防止を図ることを目的とし

ています。 このことを理解の上、本報告書が市町村及び都道府県 (保健所)に報告 される

ことに同意 します。

保護者 自署



定期接種実施要領

第 1 総論

1 予防接種台帳

市町村長 (特別区の長を含む。以下同じ。)は、予防接種法 (昭和 23年法律第 68号。

以下 「法」とい う。)第 5条第 1項の規定による予防接種 (以下 「定期接種」とい う。 )

の対象者について、あらかじめ住民基本台帳その他の法令に基づく適法な居住の事実を

証する資料等に基づき様式第一の予防接種台帳を参考に作成 し、予防接種法施行令 (昭

和 23年政令第 197号。以下 「政令」とい う。)第 6条の 2や文書管理規程等に従い、

少なくとも 5年間は適正に管理・保存すること。

また、予防接種台帳を未接種者の把握等に有効活用するため、電子的な管理を行 うこ

とが望ましい。

2 対象者等に姑する周知

(1)定期接種を行 う際は、政令第 5条の規定による公告を行い、政令第 6条の規定によ

り定期接種の対象者又はその保護者に対 して、あらかじめ、予防接種の種類、予防接

種を受ける期 日又は期間及び場所、予防接種を受けるに当たって注意すべき事項、予

防接種を受けることが適当でない者、接種に協力する医師その他必要な事項が十分周

知されること。その周知方法については、やむを得ない事情がある場合を除き、個別

通知とし、確実な周知に努めること。

ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種を行 う際は、使用するフクチンについて、

子宮頸がんそのものを予防する効果は現段階で証明されていないものの、子宮頸がん

の原因となるがんに移行する前段階の病変の発生を予防する効果は確認 されてお り、

定期接種が子宮頸がんの予防を主眼としたものであることが適切に伝わるよう努める

ものとし、また、B類疾病の定期接種を行 う際は、接種を受ける法律上の義務はなく、

かつ、自らの意思で接種を希望する者のみに接種を行 うものであることを明示 した上

で、上記内容が十分周知されること。

(2)予防接種の対象者又はその保護者に対する周知を行 う際は、必要に応 じて、母子健

康手帳の持参、費用等も併せて周知すること。なお、母子健康手帳の持参は必ず しも

求めるものではないが、接種を受けた記録を本人が確認できるような措置を講 じるこ

と。

(3)近年、定期接種の対象者に外国籍の者が増えていることから、英文等による周知等

に努めること。

(4)麻 しん及び風しんの定期接種については、 「麻しんに関する特定感染症予防指針」

(平成 19年厚生労働省告示第 442号 )及び 「風 しんに関する特定感染症予防指針」

(平成 26年厚生労働省告示第 122号)において、第 1期及び第 2期の接種率目標を

95%以上と定めており、また、結核の定期接種についても、 「結核に関する特定感

染症予防指針」 (平成 19年厚生労働省告示第 72号)において、接種率目標を 95%

以上と定めていることから、予防接種を受けやすい環境を整え、接種率の向上を図



ること。

3 予防接種実施状況の把握

(1)既接種者及び未接種者の確認

予防接種台帳等の活用により、 「7 予防接種の実施計画」で設定 した接種予定時

期を前提 として、接種時期に応 じた既接種者及び未接種者の数を早期の うちに確認 し、

管内における予防接種の実施状況について的確に把握すること。

(2)未接種者への再度の接種勧奨

A類疾病の定期接種の紺象者について、本実施要領における実施時期を過ぎてもな

お、接種を行っていない未接種者については、疾病罹忠予防の重要性、当該予防接種

の有効性、発生 しうる副反応及び接種対象である期間について改めて周知 した上で、

本人及びその保護者への個別通知等を活用 して、引き続き接種勧奨を行 うこと。

(3)定期的な健診の機会を利用 した接種状況の確認

母子保健法 (昭和 40年法律第 141号)に規定する健康診査 (1歳 6か月児健康診

査)及び学校保健安全法 (昭和 33年法律第 56号)に規定する健康診断 (就学時の健

康診断)の機会を捉 え、市町村長は、定期接種の対象 となっている乳幼児の接種状況

について、保健所又は教育委員会 と積極的に連携することにより、その状況を把握 し、

未接種者に対 しては、引き続き接種勧奨を行 うこと。

4 予防接種に関する周知

市町村長は、予防接種制度の概要、予防接種の有効性・安全性及び副反応その他接種

に関する注意事項等について、十分な周知を図ること。

5 接種の場所

定期接種については、適正かつ円滑な予防接種の実施のため、市町村長の要請に応 じ

て予防接種に協力する旨を承諾 した医師が医療機関で行 う個別接種を原則 とすること。

ただし、予防接種の実施に適 した施設において集団を対象にして行 うこと (集団接種 )

も差し支えない。

また、定期接種の封象者が寝たきり等の理由から、当該医療機関において接種を受け

ることが困難な場合においては、予防接種を実施する際の事故防止対策、副反応姑策等

の十分な準備がなされた場合に限り、当該対象者が生活の根拠を有する自宅や入院施設

等において実施 しても差し支えない。これらの場合においては、 「13 A類 疾病の定

期接種を集団接種で実施する際の注意事項」に留意すること。

なお、市町村長は、学校等施設を利用 して予防接種を行 う場合は、管内の教育委員会

等関係機関と緊密な連携を図り実施すること

6 接種液

(1)接種液の使用に当たっては、標示 された接種液の種類、有効期限内であること及び

異常な混濁、着色、異物の混入その他の異常がない旨を確認すること。

(2)接種液の貯蔵は、生物学的製剤基準の定めるところによるほか、所定の温度が保た
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れていることを温度計によつて確認できる冷蔵庫等を使用する方法によること。

また、凍結 させないことなど、フクチンによつて留意事項があるので、それぞれ添

付文書を確認の上、適切に貯蔵すること。

7 予防接種の実施計画

(1)予防接種の実施計画の策定については、次に掲げる事項に留意すること。

ア 実施計画の策定に当たっては、地域医師会等の医療関係団体 と十分協議するもの

とし、個々の予防接種が時間的余裕 をもつて行われるよう計画を策定すること。

また、インフルエンザの定期接種については、接種希望者がインフルエンザの流

行時期に入 る前 (通常は 12月 中旬頃まで)に接種を受けられるよう計画を策定す

ること。

イ 接種医療機関において、予防接種の対象者が他の忠者から感染を受けることのな

いよう、十分配慮すること。

ウ 予防接種の判断を行 うに際 して注意を要する者 ((ア )か ら(力 )ま でに掲げる者を

い う。以下同じ。)について、接種を行 うことができるか否か疑義がある場合は、

慎重な判断を行 うため、予防接種に関する相談に応 じ、専門性の高い医療機関を紹

介す る等、一般的な対処方法等について、あらかじめ決定 しておくこと。

(ア )心臓血管系疾患、腎1蔵疾患、肝臓疾患、血液疾患、発育障害等の基礎疾患を有

す る者

(イ )予防接種で接種後 2日 以内に発熱のみ られた者及び全身性発疹等のア レルギー

を疑 う症状を呈 したことがある者

(ウ )過去にけいれんの既往のある者

(工 )過去に免疲不全の診断がされている者及び近親者に先天性免疫不全症の者がい

る者

(オ)接種 しようとする接種液の成分に対 してアレルギーを呈するおそれのある者

(力 )結核の予防接種にあつては、過去に結核患者 との長期の接触がある者その他の

結核感染の疑いのある者

(2)市町村長は、予防接種の実施に当たつては、あらか じめ、予防接種を行 う医師に対

し実施計画の概要、予防接種の種類、接種対象者等について説明すること。

(3)接種医療機関及び接種施設には、予防接種直後の即時性全身反応等の発生に対応す

るために必要な薬品及び用具等を備 え、又は携行すること。

8 対象者の確認

接種前に、予防接種の通知書その他本人確認書類の提示を求める等の方法により、接

種の対象者であることを慎重に確認すること。

なお、接種回数を決定するに当たつては、次のことに留意すること。

(1)「子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業の実施について」 (平成 22年 11月 26

日厚生労働省健康局長、医薬食品局長連名通知)に基づき過去に一部接種 した回数に

ついては、既に接種 した回数分の定期接種を受けたものとしてみなすこと。

(2)海外等で受けた予防接種については、医師の判断 と保護者の同意に基づき、既に接
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種 した回数分の定期接種を受けたものとしてみなすことができること。

9 予診票

(1)乳幼児や主に小学生が接種対象となっている定期接種 (ジ フテリア、百日せき、破

傷風、急性灰白髄炎、麻しん、風 しん、日本脳炎、結核、Hib感 染症、小児の肺炎

球菌感染症又は水痘)については様式第二予防接種予診票 (乳幼児 。小学生対象)を
、ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種のうち、接種を受ける者に保護者が同伴

する場合及び接種を受ける者が既婚者の場合については様式第ニヒトパピローマウイ

ルス感染症予防接種予診票 (保護者が同伴する場合、受ける人が既婚の場合)を、接

種を受ける者に保護者が同伴しない場合については様式第四ヒトパピローマウイルス

感染症予防接種予診票 (保護者が同伴しない場合)を、インフルエンザの定期接種に

ついては様式第五インフルエンザ予防接種予診票を、高齢者の肺炎球菌感染症の定期

接種については様式第六高齢者用肺炎球菌フクチン予防接種予診票を、それぞれ参考

にして予診票を作成すること。

なお、予診票については、予防接種の種類により異なる紙色のものを使用すること

等により予防接種の実施に際して混同を来さないよう配慮すること。

(2)作成 した予診票については、あらかじめ保護者に配布 し、各項目について記入する

よう求めること。

(3)市町村長は、接種後に予診票を回収し、文書管理規程等に従い、少なくとも 5年間

は適正に管理・保存すること。

10 予診並びに予防接種不適当者及び予防接種要注意者

(1)接種医療機関及び接種施設において、問診、検温、視診、聴診等の診察を接種前に

行い、予防接種を受けることが適当でない者又は予防接種の判断を行 うに際して注意

を要する者に該当するか否かを調べること (以下「予診」とい う。)。

(2)個別接種については、原貝J、 保護者の同伴が必要であること。

ただし、政令第 1条の 3第 2項の規定による姑象者に対 して行 う予防接種、政令附

貝J第 4項による日本脳炎の定期接種及びヒトパピローマウイルス感染症の定期接種 (

いずれも 13歳以上の者に接種する場合に限る。)において、あらかじめ、接種する

ことの保護者の同意を予診票上の保護者 自署欄にて確認できた者については、保護者

の同伴を要しないものとする。

また、接種の実施に当たつては、被接種者本人が予防接種不適当者又は予防接種要

注意者か否かを確認するために、予診票に記載されている質問事項に対する回答に関

する本人への問診を通 じ、診察等を笑施 した うえで、必要に応 じて保護者に連絡する

などして接種への不適当要件の事実関係等を確認するための予診に努めること。

なお、被接種者が既婚者である場合は、この限りではない。

(3)乳幼児に対 して定期接種を行 う場合は、保護者に対 し、接種前に母子健康手帳の提

示を求めること。

(4)B類疾病の定期接種の実施に際しては、接種を受ける法律上の義務がないことから、

対象者が自らの意思で接種を希望していることを確認すること。対象者の意思の確認
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が容易でない場合は、家族又はかか りつけ医の協力を得て、その意思を確認すること

も差 し支えないが、明確に対象者の意思を確認できない場合は、接種 してはならない

こと。

(5)予診の結果、異常が認められ、予防接種実施規則 (昭和 33年厚生省令第 27号以下

「実施規則」 とい う。)第 6条に規定する者に該当する疑いのある者 と判断される者

に対 しては、当 日は接種を行わず、必要があるときは、精密検査を受けるよう指示す

ること。 この場合、 B類疾病の定期接種については、法の趣 旨を踏まえ、積極的な接

種勧奨 とならないよう特に留意す ること。なお、インフルエンザの定期接種で接種後

2日 以内に発熱のみ られた者及び全身性発疹等のア レルギーを疑 う症状を呈 したこと

がある者は、予防接種法施行規則 (昭和 23年厚生省令第 36号。以下 「施行規則」 と

い う。)第 2条第 7号に該当することに留意すること。

(6)予防接種の判断を行 うに際 して注意を要する者については、被接種者の健康状態及

び体質を勘案 し、慎重に予防接種の適否を判断するとともに、説明に基づ く同意を確

実に得ること。

11 予防接種後副反応等に関する説明及び同意

予診の際は、予防接種の有効性・安全性、予防接種後の通常起こり得る副反応及びま

れに生 じる重い副反応並びに予防接種健康被害救済制度について、定期接種の対象者又

はその保護者がその内容を理解 し得るよう適切な説明を行い、予防接種の実施に関して

文書により同意を得た場合に限り接種を行 うものとすること。

ただし、政令第 1条の 3第 2項の規定による対象者に射 して行 う予防接種、政令附則

第 4項による日本脳炎の定期接種及びヒトパピローマウイルス感染症の定期接種 (いず

れも 13歳以上の者に接種する場合に限る。)において、保護者が接種の場に同伴 しな

い場合には、予防接種の有効性・安全性、予防接種後の通常起こり得る副反応及びまれ

に生 じる重い副反応並びに予防接種健康被害救済制度についての説明を事前に理解する

必要があるため、様式第四ヒトパピローマウイルス感染症予防接種予診票 (保護者が同

伴 しない場合)を参考に、説明に関する情報を含有 している予診票を作成 した上で、事

前に保護者に配布 し、保護者がその内容に関する適切な説明を理解 したこと及び予防接

種の実施に同意することを当該予診票により確認できた場合に限り接種を行 うものとす

ること。

なお、児童福祉施設等において、接種の機会ごとに保護者の文書による同意を得るこ

とが困難であることが想定される場合には、当該施設等において、保護者の包括的な同

意文書を事前に取得 しておくことも差 し支えなく、また、被接種者が既婚者である場合

は、被接種者本人の同意にて足りるものとする。

12 接種時の注意

(1)予防接種を行 うに当たっては、次に掲げる事項を遵守すること。

ア 予防接種に従事する者は、手指を消毒すること。

イ 接種液の使用に当たっては、有効期限内のものを均質にして使用すること。

ウ バイアル入 りの接種液は、栓及びその周囲をアル コール消毒 した後、栓を取 り外

く
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さないで吸引すること。

工 接種液が入つているアンプルを開日す るときは、開 口する部分をあらか じめアル

コール消毒すること。

オ 結核及びヒ トパ ピローマ ウイルス感染症以外の予防接種にあつては、原則 として

上腕伸側に皮下接種により行 う。接種前には接種部位をアル コール消毒 し、接種に

際 しては注射針の先端が血管内に入つていないことを確認すること。同一部位への

反復 しての接種は避けること。

力 結核の予防接種にあつては、接種前に接種部位 をアル コール消毒 し、接種に際 し

ては接種部位の皮膚を緊張 させ、フクチンの懸濁液 を上腕外側のほぼ中央部に滴下

塗布 し、 9本針植付けの経皮用接種針 (管針)を接種皮膚面に対 してほぼ垂直に保

ちこれを強 く圧 して行 うこと。接種数は 2箇 とし、管針の円跡は相互に接するもの

とすること。

キ ヒ トパ ピローマ ウイルス感染症の予防接種にあつては、フクチンの添付文書の記

載に従って、組換え沈降 2価 ヒ トパ ピローマウイルス様粒子 フクチンを使用する場

合は原則 として上腕の三角筋部に、組換え沈降 4価 ヒ トパ ピローマ ウイルス様粒子

ワクチンを使用する場合は原則 として上腕の三角筋部又は大腿四頭筋部に筋肉内注

射する。接種前に接種都位 をアル コール消毒 し、接種に際 しては注射針の先端が血

管内に入つていないことを確認すること。同一部位への反復 しての接種は避けるこ

と。

ク 接種用具等の消毒は、適切に行 うこと。

(2)被接種者及び保護者に姑 して、次に掲げる事項を要請すること。

ア 接種後は、接種部位 を清潔に保ち、接種当日は過激な運動を避けるよう注意 し、

又は注意 させ ること。

イ 接種後、接種局所の異常反応や体調の変化を訴える場合は、速やかに医師の診察

を受け、又は受けさせること。

ウ 被接種者又は保護者は、イの場合において、被接種者が医師の診察を受けたとき

は、速やかに当該予防接種を行った市町村 (特別区を含む。以下同じ。)の担当部

局に連絡す ること。

13 A類 疾病の定期接種を集団接種で実施する際の注意事項

(1)実施計画の策定

予防接種の実施計画の策定に当たつては、予防接種を受けることが適当でない者を

確実に把握するため、特に十分な予診の時間を確保できるよう留意すること。

(2)接種会場

ア 冷蔵庫等の接種液の貯蔵設備を有す るか、又は接種液の貯蔵場所か ら短時間で搬

入できる位置にあること。

イ 2種 類以上の予防接種を同時に行 う場合は、それぞれの予防接種の場所が明確に

区別 され、適正な実施が確保 されるよう配慮すること。

(3)接種用具等の整備

ア 接種用具等、特に注射針、体温計等多数必要 とするものは、市町村が準備 してお
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くこと。

イ 注射器は、 2ミ リリントル以下のものを使用すること。

ウ 接種用具等を滅菌する場合は、煮沸以外の方法によること。

(4)予防接種の実施に従事する者

ア 予防接種を行 う際は、予診を行 う医師 1名 及び接種を行 う医師 1名 を中心とし、

これに看護師、保健師等の補助者 2名 以上及び事務従事者若干名を配 して班を編制

し、各カリエ員が行 う業務の範囲をあらかじめ明確に定めておくこと。

イ 班の中心となる医師は、あらかじめ班貝の分担する業務について必要な指示及び

注意を行い、各斑員はこれを遵守すること。

(5)安全基準の遵守

市町村長は、医療機関以外での予防接種の実施においては、被接種者に副反応が起

こった際に応急対応が可能なように下記における安全基準を確実に遵守すること。

ア 経過観察措置

市町村長は、予防接種が終了した後に、短時間のうちに、被接種者の体調に異変

が起きても、その場で応急治療等の迅速な対応ができるよう、接種が終わった者の

身体を落ち着かせ、本人、接種に関わつた医療従事者又は実施市町村の職員が接種

が終わった者の身体の症状を観察できるように、接種後ある程度の時間は接種会場

に止まらせること。

イ 応急治療措置

市町村長は、予防接種後、被接種者にアナフィラキシーショックやけいれん等の

重篤な副反応がみられたとしても、応急治療ができるよう救急処置物品 (血圧計、

静脈路確保用品、輸液、エピネフリン・抗ヒスタミン剤・抗けいれん剤・副腎皮質

ステロイ ド剤等の薬液、喉頭鏡、気管内チューブ、蘇生バング等)を準備すること。

ウ 救急搬送措置

市町村長は、被接種者に重篤な副反応がみられた場合、速やかに医療機関におけ

る適切な治療が受けられるよう、医療機関への搬送手段を確保するため、市町村に

て保有する車両を活用すること又は、事前に緊急車両を保有する消防署及び近隣医

療機関等と接種実施 日等に関して、情報共有し、連携を図ること。

(6)保護者の同伴要件

集団接種については、原則、保護者の同伴が必要であること。

ただし、政令第 1条の 3第 2項の規定による対象者に対 して行 う予防接種、政令附

則第 4項による日本脳炎の定期接種及びヒトパピローマウイルス感染症の定期接種 (

いずれも 13歳以上の者に接種する場合に限る。)において、あらかじめ、接種する

ことの保護者の同意を予診票上の保護者 自署欄にて確認できた者については、保護者

の同伴を要しないものとする。

また、接種の実施に当たっては、被接種者本人が予防接種不適当者又は予防接種要

注意者か否かを確認するために、予診票に記載されている質問事項に対する回答内容

に関する本人への問診を通じ、診察等を実施 したうえで、必要に応 じて保護者に連絡

するなどして接種への不適当要件の事実関係等を確認するための予診に努めること。

なお、被接種者が既婚者である場合は、この限りではない。
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(7)予防接種を受けることが適当でない状態の者への注意事項

予診を行 う際は、接種場所に予防接種を受けることが適当でない状態等の注意事項

を掲示 し、又は印刷物を配布 して、保護者等から予防接種の対象者の健康状態、既往

症等の申出をさせ る等の措置をとり、接種を受けることが不適当な者の発見を確実に

すること。

(8)女性に対する接種の注意事項

政令第 1条の 3第 2項の規定による対象者に対 して行 う予防接種、政令附則第 4項

で定める日本脳炎の定期接種及び ヒ トパ ピローマウイルス感染症の定期接種姑象者の

うち、13歳以上の女性への接種に当たっては、妊娠中若 しくは妊娠 している可能性が

ある場合には原則接種 しないこととし、予防接種の有益性が危険性を上回ると判断 し

た場合のみ接種できる。 このため、接種医は、入念な予診が尽 くされ るよ う、予診票

に記載 された内容だけで判断せず、必ず被接種者本人に、 日頭で記載事実の確認 を行

うこと。また、その際、被接種者本人が事実を話 しやすいような環境づ くりに努める

とともに、本人のプライバシーに十分配慮すること。

14 予防接種に関する記録及び予防接種済証の交付

(1)予防接種を行つた際は、施行規則に定める様式による予防接種済証を交付すること。

(2)予防接種を行つた際、母子健康手帳に係る乳児又は幼児については、 (1)に代え

て、母子健康手帳に予防接種の種類、接種年月 日その他の証明すべき事項を記載する

こと。

15 予防接種の実施の報告

市町村長は、定期接種を行ったときは、政令第 7条の規定による報告を「地域保健・

健康増進事業報告」 (厚生労働省大臣官房統計情報部作成)の作成要領に従って行 うこ

と。

16 都道府県の麻しん及び風 しん対策の会議への報告
「麻 しんに関する特定感染症予防指針」 (平成 19年厚生労働省告示第 442号)及び

「風 しんに関する特定感染症予防指針」 (平成 26年厚生労働省告示第 122号)に基づ

き、都道府県知事は、管内市町村長と連携 し、管内における麻 しん及び風 しんの予防接

種実施状況等を適宜把握 し、都道府県を単位 として設置される麻 しん及び鳳 しん対策の

会議に速やかに報告すること。

17 他の予防接種との関係

(1)乾燥弱毒生麻 しん風 しん混合フクチン、乾燥弱毒生麻 しんフクチン、乾燥弱毒生風

しんワクチン、経皮接種用乾燥BCGフ クチン又は乾燥弱毒生水痘フクチンを接種し

た日から別の種類の予防接種を行 うまでの間隔は、27日 以上おくこと。沈降精製百日

せきジフテリア破傷風不活化ポリオ混合フクチン、沈降精製百日せきジフテリア破傷

風混合ワクチン、不活化ポリオフクチン、乾燥細胞培養 日本脳炎フクチン、沈降ジフ

テ リア破傷風混合 トキソイ ド、乾燥ヘモフィルス b型 フクチン、沈降 13価肺炎球菌
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結合型 フクチン、組換え沈降 2価 (4価)ヒ トパ ピローマ ウイルス様粒子 フクチン、

インフルエンザHAフ クチン又は 23価肺炎球菌爽膜ポ リサ ッカライ ドフクチンを接

種 した 日か ら別の種類の予防接種を行 うまでの間隔は、 6日 以上おくこと。

(2)2種 類以上の予防接種を同時に同一の接種姑象者に対 して行 う同時接種 (混合 ワク

チンを使用する場合を除 く。)は、医師が特に必要 と認めた場合に行 うことができる

こと。

18 長期にわた り療養を必要 とする疾病にかかつた者等の定期接種の機会の確保

(1)イ ンフルエンザを除 く法の対象疾病 (以下 「特定疾病」 とい う。)について、それ

ぞれ政令で定める予防接種の姑象者であった者 (当 該特定疾病にかかつている者又は

かかったことのある者その他施行規則第 2条各号に規定する者 を除 く。)であって、

当該予防接種の対象者であった間に、 (2)の特別の事情があることにより予防接種

を受けることができなかった と認められる者については、当該特別の事情がなくなっ

た 日か ら起算 して 2年 (高齢者の肺炎球菌感染症に係 る定期接種を受けることができ

なかったと認められるものについては、当該特別の事情がなくなった 日か ら起算 して

1年)を経過する日までの間 ((3)の 場合を除 く。)、 当該特定疾病の定期接種の

対象者 とすること。

(2)特別の事情

ア 次の (ア )か ら (ウ )ま でに掲げる疾病にかかつたこと (やむを得ず定期接種を

受けることができなかった場合に限る。 )

(ア)重症複合免疫不全症、無ガンマグロブ リン血症その他免疫の機能に支障を生 じ

させ る重篤な疾病

(イ )白血病、再生不良性貧血、重症筋無力症、若年性関節 リウマチ、全身性エ リテ

マ トーデス、潰瘍性大腸炎、ネフローゼ症候群その他免疫の機能を抑制する治療

を必要 とする重篤な疾病

(ウ )(ア )又は (イ )の疾病に準ずると認 められるもの

(注)上記に該当す る疾病の例は、別表に掲げるとお りである。ただ し、これは、

別表に掲げる疾病にかかつたことのある者又はかかつている者が一律に予防接

種不適当者であるとい うことを意味す るものではなく、予防接種実施の可否の

判断は、あくまで予診 を行 う医師の診断の下、行われるべきものである。

イ 臓器の移植 を受けた後、免疫の機能を抑制する治療を受けたこと (やむを得ず定

期接種を うけることができなかった場合に限る。 )

ウ 医学的知見に基づきア又はイに準ずると認 められるもの

(3)対象期間の特例

ア ジフテ リア、百 日せき、急性灰 白髄炎及び破傷風については、15歳 (沈降精製百

日せきジフテ リア破傷風不活化ポ リオ混合 フクチンを使用す る場合に限る。)に達

するまでの間

イ 結核については、 4歳に達するまでの間

ウ Hib感 染症については、10歳に達するまでの問

工 小児の肺炎球菌感染症については、 6歳 に達するまでの間
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(4)留意事項

市町村は、 (2)の 「特別の事情」があることにより定期接種を受けることができ

なかったかどうかについては、被接種者が疾病にかかつていたことや、やむを得ず定

期接種を受けることができなかつたと判断 した理由等を記載 した医師の診断書や当該

者の接種歴等により総合的に判断すること

(5)厚生労働省への報告

上記に基づき予防接種を行った市町村長は、被接種者の接種時の年齢、当該者がか

かっていた疾病の名称等特別の事情の内容、予防接種を行った疾病、接種回数等を、

任意の様式により速やかに厚生労働省結核感染症課に報告すること。

19 他の市町村での予防接種

保護者が里帰 り等の理由により、居住地以外の市町村で定期接種を受けることを希望

する場合、予防接種を受ける機会 を確保する観点か ら、居住地以外の医療機関と委託契

約を行 う、居住地の市町村長から里帰 り先の市町村長へ予防接種の実施 を依頼する等の

配慮をすること。

20 予防接種時の事故の報告

市町村長は、定期接種を実施する際、予防接種に係る事故の発生防止に努めるととも

に、事故の発生を迅速に把握できる体制をとり、万が一、誤つた用法用量でワクチンを

接種した、有効期限の切れたワクチンを接種した等の重大な健康被害につながるおそれ

のある事故を把握した場合には、以下の①から③までの内容を任意の様式に記載し、都

道府県を経由して、厚生労働省健康局結核感染症課に速やかに報告すること。

なお、接種間隔の誤りなど、直ちに重大な健康被害につながる可能性が低い事故につ

いては、都道府県が管内の市町村で毎年 4月 1日 ～翌年 3月 31日 までに発生した事故

をとりまとめの上、その事故の態様毎の件数のみを毎年 4月 30日 までに厚生労働省健

康局結核感染症課に報告すること。

① 予防接種を実施した機関

② ワクチンの種類、メーカー、ロット番号

③ 予防接種を実施した年月日 (事故発生日)

④ 事故に係る被接種者数

⑤ 事故の概要と原因

⑥ 市町村長の講じた事故への対応 (公表の有無を含む。)

⑦ 健康被害発生の有無 (健康被害が発生した場合は、その内容)

① 今後の再発防止策

21 副反応報告

法の規定による副反応報告については、 「定期の予防接種等による副反応の報告等の

取扱いについて」 (平成 25年 3月 30日 付健発 0330第 3号、薬食発 0330第 1号厚生労

働省健康局長、医薬食品局長連名通知)を参照すること。
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第 2 各論

1 ジフテ リア、百 日せき、急性灰 白髄炎及び破傷風の定期接種

(1)ジフテ リア、百 日せき、急性灰 白髄炎及び破傷風について同時に行 う第 1期の予防

接種は、沈降精製百 日せきジフテ リア破傷風不活化ポ リオ混合 ワクチンを使用 し、初

回接種については生後 3月 に達 した時か ら生後 12月 に達するまでの期間を標準的な

接種期間として 20日 以上、標準的には 20日 から 56日 までの間隔をおいて 3回、追

加接種については初回接種終了後 6月 以上、標準的には 12月 から 18月 までの間隔を

おいて 1回行 うこと。

(2)ジフテ リア、百 日せき及び急性灰 白髄炎について、ジフテ リア、急性灰 白髄炎及び

破傷風について又は百 日せき、急性灰 白髄炎及び破傷風について同時に行 う第 1期 の

予防接種は、 (1)と 同様 とすること。

(3)ジフテ リア、百 日せき及び破傷風について同時に行 う第 1期 の予防接種は、沈降精

製百 日せきジフテ リア破傷風不活化ポ リオ混合 フクチン又は沈降精製百 日せきジフテ

リア破傷風混合フクチンを使用 し、初回接種については生後 3月 に達 した時か ら生後

12月 に達するまでの期間を標準的な接種期間として 20日 以上、標準的には 20日 か ら

56日 までの間隔をおいて 3回、追加接種については初回接種終了後 6月 以上、標準的

には 12月 から 18月 までの間隔をおいて 1回行 うこと。

(4)ジフテ リア及び百 日せきについて又は百 日せき及び破傷風について同時に行 う第 1

期の予防接種は、 (3)と 同様 とすること。

(5)ジフテ リア及び急性灰 白髄炎について、百 日せき及び急性灰 白髄炎について又は急

性灰 白髄炎及び破傷風について同時に行 う第 1期 の予防接種は、 (1)と 同様 とする

こと。

(6)ジフテ リア及び破傷風について同時に行 う第 1期 の予防接種は、沈降精製百 日せき

ジフテ リア破傷風不活化ポ リオ混合 ワクチン又は沈降精製百 日せきジフテ リア破傷風

混合 フクチンを使用 した時は、初回接種 については生後 3月 に達 した時か ら生後 12

月に達するまでの期間を標準的な接種期間として 20日 以上、標準的には 20日 か ら 56

日までの間隔をおいて 3回、追加接種については初回接種終了後 6月 以上、標準的に

は 12月 か ら 18月 までの間隔をおいて 1回行 うこと。

また、沈降ジフテ リア破傷風混合 トキノイ ドを使用 した時は、初回接種については

生後 3月 に達 した時か ら生後 12月 に達するまでの期間を標準的な接種期間 として 20

日以上、標準的には 20日 か ら 56日 までの間隔をおいて 2回、追加接種については初

回接種終了後 6月 以上、標準的には 12月 か ら 18月 までの間隔をおいて 1回行 うこと

(7)ジフテ リア又は破傷風の第 1期 の予防接種は、 (6)と 同様 とすること。

(8)百 日せきの第 1期 の予防接種は、 (3)と 同様 とすること。

(9)急性灰 白髄炎の予防接種は、沈降精製百 日せきジフテ リア破傷風不活化ポ リオ混合

フクチンを使用 した時は、初回接種については生後 3月 に達 した時か ら生後 12月 に

達するまでの期間を標準的な接種期間として 20日 以上、標準的には 20日 か ら 56日

までの間隔をおいて 3回、追加接種については初回接種終了後 6月 以上、標準的には
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12月 から 18月 までの間隔をおいて 1回行 うこと。

また、不活化ポリオフクチンを使用したときは、初回接種については、生後 3月 に

達した時から生後 12月 に達するまでの期間を標準的な接種期間として、20日 以上の

間隔をおいて 3回 、追加接種については初回接種終了後 6月 以上、標準的には 12月

から 18月 までの間隔をおいて 1回行 うこと。

(10)第 1期 の予防接種の初回接種においては、沈降精製百日せきジフテリア破傷風不活

化ポリオ混合フクチン、沈降精製百日せきジフテ リア破傷風混合フクチン又は沈降ジ

フテリア破傷風混合 トキンイ ドのうちから、使用するフクチンを選択することが可能

な場合であっても、原則 として、同一種類のワクチンを必要回数接種すること。

(11)ジフテリア及び破傷風について同時に行 う第 2期の予防接種は、沈降ジフテリア破

傷風混合 トキノイ ドを使用 し、11歳に達した時から 12歳に達するまでの期間を標準

的な接種期間として 1回行 うこと。

(12)ジ フテリア又は破傷風の第 2期の予防接種は、 (11)と 同様とすること。

(13)ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎又は破傷風のいずれかの既罹忠者においては、

既罹忠疾病以外の疾病に係る予防接種のために既J罹忠疾病に対応するフクチン成分を

含有する混合フクチンを使用することを可能とする。

ただし、第 2期の予防接種に使用するフクチンは沈降ジフテリア破傷風混合 トキソ

イ ドのみとする。

(14)急性灰白髄炎の予防接種については、次のことに留意すること。

ア 急性灰 白髄炎の予防接種の対象者については、原則 として、平成 24年 9月 1日

より前の接種歴に応 じた接種回数とすることから、予防接種台帳による確認や保護

者からの聞き取 り等を十分に行い、接種歴の把握に努める必要があること。

イ 平成 24年 9月 1日 より前に経口生ポリオフクチンを 1回接種 した者については、

平成 24年 9月 1日 以降は、急性灰 白髄炎の初回接種を 1回受けたものとみなす。

なお、平成 24年 9月 1日 より前に経口生ポリオフクチンを 2回接種 した者は、定

期接種として受けることはできないこと。

(15)ジ フテリア、百日せき、急性灰白髄炎及び破傷風の予防接種について、平成 26年 4

月 1日 より前に、予防接種実施規則の一音円を改正する省令 (平成 26年省令第 22号。

以下 「改正省令」とい う。)に よる改正前の予防接種実施規則 (以 下 「旧規則」とい

う。)に規定する接種の間隔を超えて行った接種であって、改正省令による改正後の

予防接種実施規則 (以 下 「新規則」という。)に規定する予防接種に相当する接種を

受けた者は、医師の判断と保護者の同意に基づき、既に接種 した回数分の定期接種を

受けたものとしてみなすことができること。

2 麻 しん又は風 しんの定期接種

(1)対象者

ア 麻 しん又は風 しんの第 1期の予防接種は、乾燥弱毒生麻 しんフクチン又は乾燥弱

毒生風 しんワクチン若 しくは乾燥弱毒生麻 しん風 しん混合フクチンにより、生後 12

月か ら生後 24月 に至るまでの間にある者に対 し、 1回行 うこと。 この場合におい

ては、早期の接種機会を確保すること。
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イ 麻 しん又は風 しんの第 2期の予防接種は、乾燥弱毒生麻 しんフクチン又は乾燥弱

毒生鳳 しんフクチン若 しくは乾燥弱毒生麻 しん風 しん混合 フクチンにより、 5歳以

上 7歳未満の者であつて、小学校就学の始期に達する日の 1年前の 日か ら当該始期

に達する日の前 日までの間にあるもの (小学校就学前の 1年間にある者)に姑 し、

1回行 うこと。

(2)混合 フクチンの使用

麻 しん及び風 しんの第 1期又は第 2期の予防接種において、麻 しん及び風 しんの予

防接種を同時に行 う場合は、乾燥弱毒生麻 しん風 しん混合 ワクチンを使用すること。

(3)接種液の用法

乾燥弱毒生麻 しんフクチン、乾燥弱毒生風 しんワクチン及び乾燥弱毒生麻 しん風 し

ん混合 フクチンは、溶解後にウイルスカ価が急速に低下することか ら、溶解後速やか

に接種すること。

(4)一部の疾病に既罹忠である場合の混合 フクチン接種

麻 しん又は風 しんの既罹患者 においては、既罹忠疾病以外の疾病 に係 る予防接種

のために既罹忠疾病に対応するワクチン成分を含有する混合 フクチンを使用すること

を可能 とする。

3 日本脳炎の定期接種

(1)日 本脳炎の第 1期 の予防接種は、乾燥細胞培養 日本脳炎 フクチンにより、初回接種

については 3歳に達 した時か ら4歳に達するまでの期間を標準的な接種期間として 6

日以上、標準的には 6日 か ら 28日 までの間隔をおいて 2回、追加接種については、

初回接種終了後 6月 以上、標準的にはおおむね 1年を経過 した時期に、 4歳に達 した

時から5歳に達するまでの期間を標準的な接種期間として 1回行 うこと。

(2)第 2期の予防接種は、乾燥細胞培養 日本脳炎フクチンにより、 9歳に達 した時か ら

10歳に達するまでの期間を標準的な接種期間として 1回行 うこと。

(3)予防接種の特例

ア 実施規則附則第 4条の対象者 (平成 19年 4月 2日 から平成 21年 10月 1日 に生

まれた者で、平成 22年 3月 31日 までに日本脳炎の第 1期 の予防接種が終了 してい

ない者で、生後 6月 か ら90月 又は 9歳以上 13歳未満にある者 )

(ア )実施規則附則第 4条第 1項により、残 り2回の 日本脳炎の予防接種を行 う場合

は、乾燥細胞培養 日本脳炎 フクチンにより、 6日 以上の間隔をおいて 2回接種す

ること。なお、既に接種済みの 1回 と今回の接種間隔については、 6日 以上の間

隔をお くこと。

(イ )実施規則附則第 4条第 1項により、残 り1回 の 日本脳炎の予防接種を行 う場合

は、乾燥細胞培養 日本脳炎 フクチンにより、 1回接種す ること。なお、既に接種

済みの 2回 と今回の接種間隔については、 6日 以上の間隔をおくこと。

(ウ )実施規則附則第 4条第 2項による日本脳炎の予防接種は、乾燥細胞培養 日本脳

炎 フクチンにより、 6日 以上、標準的には 6日 か ら 28日 までの間隔をおいて 2

回、追加接種については 2回接種後 6月 以上、標準的にはおおむね 1年を経過 し

た時期に 1回接種すること。
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イ 実施規則附則第 5条の対象者 (平成 7年 4月 2日 か ら平成 19年 4月 1日 に生ま

れた者で、20歳未満にある者 :平成 17年 5月 30日 の積極的勧奨の差 し控 えによ

って第 1期、第 2期の接種が行われていない可能性がある者 )

(ア )実施規則附則第 5条第 1項により、残 り3回の 日本脳炎の予防接種を行 う場合

(第 1期 の初回接種 を 1回受けた者)は、乾燥細胞培養 日本脳炎 フクチンにより、

6日 以上の間隔をおいて残 り2回の第 1期接種を行 うこととし、第 2期接種は、

9歳以上の者に対 して、第 1期終了後 6日 以上の間隔をおいて行 うこと。

(イ )実施規則附則第 5条第 1項により、残 り2回の 日本脳炎の予防接種を行 う場合

(第 1期 の初回接種が終了 した者)は、乾燥細胞培養 日本脳炎 フクチンにより、

6日 以上の間隔をおいて第 1期追加接種を行 うこととし、第 2期接種は、 9歳以

上の者に対 して、第 1期終了後 6日 以上の間隔をおいて行 うこと。

(ウ )実施規則附則第 5条第 1項により、残 り1回 の 日本脳炎の予防接種を行 う場合

(第 1期 の予防接種が終了 した者)は、乾燥細胞培養 日本脳炎フクチンにより、

第 2期接種 として、 9歳以上の者に対 して、第 1期接種終了後 6日 以上の間隔を

おいて行 うこと。

(工 )実施規則附則第 5条第 2項か ら第 5項による日本脳炎の予防接種は、乾燥細胞

培養 日本脳炎 フクチンにより、第 1期 の初回接種 として 6日 以上、標準的には 6

日か ら 28日 までの間隔をおいて 2回、追加接種については初回接種後 6月 以上、

標準的にはおおむね 1年を経過 した時期に 1回接種すること。第 2期接種は、 9

歳以上の者に対 して第 1期接種終了後、 6日 以上の間隔をおいて 1回接種するこ

と。

(4)平成 26年度における予防接種の特例に係 る積極的な勧奨

ア 対象者

平成 17年 5月 30日 か ら平成 22年 3月 31日 までの積極的な勧奨の差 し控えによ

り、平成 26年度に 8歳 となる者 (平成 18年 4月 2日 から平成 19年 4月 1日 まで

に生まれた者)及び 9歳 となる者 (平成 17年 4月 2日 か ら平成 18年 4月 1日 まで

に生まれた者)については、第 1期の追加接種が、18歳 となる者 (平成 8年 4月 2

日か ら平成 9年 4月 1日 までに生まれた者)については、第 2期の接種が、それぞ

れ十分に行われていないことから、 (3)の接種方法に沿って、平成 26年度中に

予防接種の積極的な勧奨を行 うこと。

イ 積極的な勧奨に当たって、個別通知を行 う際には、予防接種台帳を確認 して予防

接種を完了 していない者にのみ通知を行 う方法又は姑象年齢の全員に通知 した上で、

接種時に母子健康手帳等により残 りの接種すべき回数を確認する方法のいずれの方

法でも差 し支えない。

ウ 積極的勧奨の差 し控えが行われていた期間に、定期接種の姑象者であった者の う

ち、第 1期接種 (初回接種及び追加接種)を完了 していた者に対 しては、市町村長

等が実施可能な範囲で、第 2期接種の積極的勧奨を行っても差 し支えない。

なお、上記以外の者に対す る第 2期接種の積極的勧奨については、フクチンの供

給量等を踏まえつつ、平成 27年度以降、年齢の高い者か ら順に、できるだけ早期

に積極的な勧奨を実施することとしている。
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(5)厚生労働省においては、厚生労働省ホームページ等を通 じて、 日本脳炎の予防接種

の対応等に係 る情報を提供することとしている。

これ らの情報を活用 して、保護者等に姑 し、疾患の特性及び感染の リスクが高い者

等に関すること並びに平成 26年度の予防接種シーズンにおいて予定されているフク

チンの供給量では、積極的な勧奨の差 し控えにより接種機会を逸 した全ての者に対す

る十分な接種機会の提供が困難な場合があることについて、情報提供を行 うこと。

(6)日 本脳炎の予防接種について、平成 26年 4月 1日 より前に、旧規則に規定する接

種の間隔を超えて行つた接種であつて、新規則に規定する予防接種に相当する接種を

受けた者は、医師の判断 と保護者の同意に基づき、既に接種 した回数分の定期接種を

受けたものとしてみなすことができること。

4 結核の定期接種

(1)結核の予防接種は、経皮接種用乾燥BCGフ クチンを使用し、生後 5月 に達した時

から生後 8月 に達するまでの期間を標準的な接種期間として 1回行 うこと。

ただし、結核の発生状況等市町村の実情に応 じて、上記の標準的な接種期間以外の

期間に行 うことも差し支えない。

(2)コ ンホ現象について

健常者がBCGを 初めて接種 した場合は、接種後 10日 頃に針痕部位に発赤が生じ、

接種後 1月 から2月 までの頃に化膿巣が出現する。

一方、結核既感染者にあつては、接種後 10日 以内に接種局所の発赤 。腫脹及び針

痕吉[位の化膿等を来たし、通常 2週間から4週間後に消炎、癖痕化 し、治癒する一連

の反応が起こることがあり、これをコンホ現象とい う。これは、BCG再 接種におい

てみられる反応 と同一の性質のものが結核感染後の接種において比較的強く出現 した

ものである。

(3)コ ンホ現象出現時の対応

ア 保護者に姑する周知

市町村は、予防接種の実施に当たって、コンホ現象に関する情報提供及び説明を

行い、次の事項を保護者に周知 しておくこと。

(ア )コ ンホ現象 と思われる反応が被接種者にみ られた場合は、速やかに接種医療

機関を受診させること。

(イ )コ ンホ現象が出現 した場合は、接種局所を清潔に保つ以外の特別の処置は不

要である。反応が起こってから、びらんや潰瘍が消退するまでの経過がおおむね

4週間を超える等治癒が遷延する場合は、混合感染の可能性もあることから、接

種医療機関を受診させること。

イ 市町村長におけるコッホ現象事例報告書の取扱い

市町村長は、あらかじめ様式第七のコンホ現象事例報告書を管内の医療機関に配

布 し、医師がコッホ現象を診断した場合に、保護者の同意を得て、直ちに当該被接

種者が予防接種を受けた際の居住区域を管轄する市町村長へ報告するよう協力を求

めること。

また、市町村長は、医師からコンホ現象の報告を受けた場合は、保護者の同意を
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得て、コッホ現象事例報告書を都道府県知事に提出すること。

ウ 都道府県知事のコッホ現象事例報告書の取扱い

都道府県知事は、市町村長からコッホ現象の報告を受けた場合は、厚生労働大臣

あてにコッホ現象事例報告書の写し (個人情報に係る部分を除く。)を提出するこ

と。
エ コッホ現象事例報告書等における個人情報の取扱い

イにおいて、保護者の同意が得られない場合は、個人情報を除く事項をそれぞれ

報告及び提出すること。

5 Hib感 染症の定期接種

Hib感 染症の予防接種は、初回接種の開始時の月齢 ごとに以下の方法により行 うこ

ととし、 (1)の方法を標準的な接種方法 とすること。

(1)初回接種開始時に生後 2月 か ら生後 7月 に至るまでの間にある者

乾燥ヘモフィルス b型 フクチンを使用 し、初回接種については 27日 (医師が必要

と認めた場合には 20日 )以上、標準的には 27日 (医師が必要 と認めた場合には 20

日)か ら 56日 までの間隔をおいて 3回、追加接種については初回接種終了後 7月 以

上、標準的には 7月 か ら 13月 までの間隔をおいて 1回行 うこと。ただ し、初回 2回

目及び 3回 日の接種は、生後 12月 に至るまでに行 うこととし、それを超 えた場合は

行わないこと。 この場合、追加接種は実施可能であるが、初回接種に係 る最後の注射

終了後、27日 (医師が必要 と認めた場合には 20日 )以上の間隔をおいて 1回行 うこ

と。

(2)初回接種開始時に生後 7月 に至った 日の翌 日から生後 12月 に至るまでの間にある

者

乾燥ヘモフィルス b型 フクチンを使用 し、初回接種については 27日 (医師が必要

と認めた場合には 20日 )以上、標準的には 27日 (医師が必要 と認めた場合には 20

日)か ら 56日 までの間隔をおいて 2回、追加接種については初回接種終了後 7月 以

上、標準的には 7月 か ら 13月 までの間隔をおいて 1回行 うこと。ただ し、初回 2回

日の接種は、生後 12月 に至るまでに行 うこととし、それを超 えた場合は行わないこ

と。 この場合、追加接種は実施可能であるが、初回接種に係 る最後の注射終了後、27

日 (医師が必要 と認めた場合には 20日 )以上の間隔をおいて 1回行 うこと。

(3)初回接種開始時に生後 12月 に至った 日の翌 日か ら生後 60月 に至るまでの間にある

者

乾燥ヘモフィルス b型 フクチンを使用 し、 1回行 うこと。なお、政令第 1条の 3第

2項の規定による姑象者に封 しても同様 とすること。

(4)Hib感 染症の予防接種について、平成 26年 4月 1日 より前に、旧規則に規定す

る接種の間隔を超えて行つた接種であつて、新規則に規定する予防接種に相当する接

種を受けた者は、医師の判断 と保護者の同意に基づき、既に接種 した回数分の定期接

種を受けたものとしてみなすことができること。

6 小児の肺炎球菌感染症の定期接種
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小児の肺炎球菌感染症の予防接種は、初回接種の開始時の月齢 ごとに以下の方法によ

り行 うこととし、 (1)の方法を標準的な接種方法 とすること。

(1)初回接種開始時に生後 2月 か ら生後 7月 に至るまでの間にある者

沈降 13価肺炎球菌結合型 ワクチンを使用 し、初回接種については、標準的には生

後 12月 までに 27日 以上の間隔をおいて 3回 、追力日接種については生後 12月 か ら生

後 15月 に至るまでの間を標準的な接種期間として、初回接種終了後 60日 以上の間隔

をおいた後であつて、生後 12月 に至った 日以降において 1回行 うこと。ただ し、初

回 2回 目及び 3回 目の接種は、生後 24月 に至るまでに行 うこととし、それを超えた

場合は行わないこと (追加接種は実施可能)。 また、初回 2回 日の接種は生後 12月

に至るまでに行 うこととし、それを超えた場合は、初回 3回 目の接種は行わないこと

(追加接種は実施可能)。

(2)初回接種開始時に生後 7月 に至った 日の翌 日か ら生後 12月 に至るまでの間にある

者

沈降 13価肺炎球菌結合型 ワクチンを使用 し、初回接種については標準的には生後

12月 までに、27日 以上の間隔をおいて 2回、追加接種については生後 12月 以降に、

初回接種終了後 60日 以上の間隔をおいて 1回行 うこと。ただ し、初回 2回 目の接種

は、生後 24月 に至るまでに行 うこととし、それを超えた場合は行わないこと (追加

接種は実施可能)。

(3)初回接種開始時に生後 12月 に至った 日の翌 日か ら生後 24月 に至るまでの間にある

者

沈降 13価肺炎球菌結合型 ワクチンを使用 し、60日 以上の間隔をおいて 2回行 うこ

と。

(4)初回接種開始時に生後 24月 に至った 日の翌 日か ら生後 60月 に至るまでの間にある

者

沈降 13価肺炎球菌結合型 フクチンを使用 し、 1回行 うこと。なお、政令第 1条の

3第 2項の規定による姑象者に姑 しても同様 とす ること。

7 ヒ トパ ピローマウイルス感染症の定期接種

(1)ヒ トパ ピローマ ウイルス感染症の定期接種の姑応については、当面の間、 「ヒ トパ

ピローマウイルス感染症の定期接種の対応について (勧告)」 (平成 25年 6月 14日

付健発 0614第 1号厚生労働省健康局長通知)の とお りであること。

(2)次に掲げる者については、 ヒ トパ ピローマ ウイルス感染症の予防接種後に広範な疼

痛又は運動障害を中心 とする多様な症状が発生す る場合があるため、予診に当たって

は、これ らの者の接種について慎重な判断が行われるよう留意すること。

ア 外傷等を契機 として、原因不明の疼痛が続いたことがある者

イ 他のフクチンを含めて以前にフクチンを接種 した際に激 しい疼痛や四肢の しびれ

が生 じたことのある者

(3)ヒ トパ ピローマ ウイルス感染症の予防接種に当たっては、フクチンを接種する目的

、副反応等について、十分な説明を行つた上で、かか りつけ医な ど被接種者が安心 し

て予防接種を受けられる医療機関で行 うこと。
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(4)ヒ トパ ピローマウイルス感染症の予防接種に、組換え沈降 2価 ヒ トパ ピローマウイ

ルス様粒子ワクチンを使用する場合には、13歳 となる日の属する年度の初 日か ら当該

年度の末 日までの間を標準的な接種期間 とし、標準的な接種方法 として、 1月 の間隔

をおいて 2回行った後、 1回 目の接種か ら6月 の間隔をおいて 1回行 うこと。ただし

、当該方法をとることができない場合は、 1月 以上の間隔をおいて 2回行つた後、 1
回 目の接種から 5月 以上、かつ 2回 目の接種から 2月 半以上の間隔をおいて 1回行 う

こと。

(5)ヒ トパ ピローマ ウイルス感染症の予防接種に、組換え沈降 4価 ヒ トパ ピローマウイ

ルス様粒子フクチンを使用する場合には、13歳 となる日の属する年度の初 日か ら当該

年度の末 日までの間を標準的な接種期間とし、標準的な接種方法 として、 2月 の間隔

をおいて 2回行った後、 1回 目の接種か ら6月 の間隔をおいて 1回行 うこと。ただ し

、当該方法をとることができない場合は、 1月 以上の間隔をおいて 2回行つた後、 2

回 目の接種か ら3月 以上の間隔をおいて 1回行 うこと。

(6)組換え沈降 2価 ヒ トパ ピローマ ウイルス様粒子 フクチンと組換え沈降 4価 ヒ トパ ピ

ローマ ウイルス様粒子 フクチンの互換性に関する安全性、免疲原性、有効性に関する

データはないことか ら、同一の者に両フクチンを使用せず、同一のフクチンを使用す

ること。

(7)ヒ トパ ピローマ ウイルス感染症の予防接種後に血管迷走神経反射 として失神があら

われることがあるので、失神による転倒等を防止するため、注射後の移動の際には、

保 護者又は医療従事者が腕を持つなどして付き添 うようにし、接種後 30分程度、

体重を預けられるような場所で座 らせるなどした上で、なるべ く立ち上が らないよう

に指導 し、被接種者の状態を観察する必要があること。

(8)やむを得ず集団接種を行 う場合には、 (7)を遵守す るとともに、ヒ トパ ピローマ

ウイルス感染症は性感染症であること等か ら、特段の配慮を行 うこと。

(9)ヒ トパ ピローマ ウイルス感染症の予防接種後に広範な疼痛又は運動障害を中心 とす

る多様な症状が発生 した場合、次に掲げる事項について適切に対応すること。

ア 法の規定による副反応報告の必要性の検討

イ 当該予防接種以降のヒ トパ ピローマ ウイルス感染症の予防接種を行わないことの

検討

ウ 神経学的・免疫学的な鑑別診断及び適切な治療が可能な医療機関の紹介

(10)ヒ トパ ピローマ ウイルス感染症の予防接種について、平成 26年 4月 1日 より前に、

旧規則に規定する接種の間隔を超えて行った接種であって、新規則に規定する予防接

種に相当す る接種を受けた者は、医師の判断 と保護者の同意に基づき、既に接種 した

回数分の定期接種を受けたものとしてみなす ことができること。

8 水痘の定期接種

(1)封象者

水痘の予防接種は、生後 12月 か ら生後 36月 に至るまでの間にある者 に対 し、乾燥

弱毒生水痘 フクチンを使用 し、生後 12月 か ら生後 15月 に達するまでの期間を 1回 目

の接種の標準的な接種期間 として、 3月 以上、標準的には 6月 か ら 12月 までの間隔
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をおいて 2回行 うこと。

(2)平成 26年 10月 1日 より前の接種の取扱い

ア 平成 26年 10月 1日 より前に、生後 12月 以降に 3月 以上の間隔をおいて、乾燥弱

毒生水痘 フクチンを 2回接種 した (1)の対象者は、当該予防接種を定期接種 とし

て受けることはできないこと。

イ 平成 26年 10月 1日 より前に、生後 12月 以降に乾燥弱毒生水痘ワクチンを 1回接

種 した者は、既に当該定期接種を 1回受けたものとみなす こと。

ウ 平成 26年 10月 1日 より前に、生後 12月 以降に 3月 未満の期間内に 2回以上乾燥

弱毒生水痘ワクチンを接種 した者は、既に当該定期接種を 1回受けたものとみなす

こと。 この場合においては、生後 12月 以降の初めての接種から 3月 以上の間隔を

おいて 1回の接種を行 うこと。

(3)予防接種の特例

平成 26年 10月 1日 か ら平成 27年 3月 31日 までの間は、生後 36月 に至った 日の

翌 日から生後 60月 に至るまでの間にある者についても定期接種の対象 とすること。

接種の方法 としては、乾燥弱毒生水痘 フクチンを使用 し、1回行 うこと。

これ らの者については、生後 12月 以降に 1回以上乾燥弱毒生水痘 ワクチンを接種

した者は、当該予防接種を定期接種 として受けることはできないこと。

9 高齢者の肺炎球菌感染症の定期接種

(1)姑象者

高齢者の肺炎球菌感染症の予防接種は、次に掲げる者に姑 し、23価肺炎球菌丈膜ポ

リサ ッカライ ドフクチンを使用 し、 1回行 うこと。ただ し、イに該当する者 として既

に当該予防接種を受けた者は、アの対象者か ら除くこと。

ア 65歳 の者

イ 60歳以上 65歳未満の者であって、心臓、腎臓又は呼吸器の機能に自己の身辺の 日

常生活活動が極度に制限される程度の障害を有する者及びヒ ト免疫不全 ウイルス

により免疫の機能に日常生活がほとんど不可能な程度の障害を有する者

(2)平成 26年 10月 1日 より前の接種の取扱い

平成 26年 10月 1日 より前に、23価肺炎球菌
~英

膜ポ リサ ンカライ ドフクチンを 1

回以上接種 した者は、当該予防接種を定期接種 として受けることはできないこと。

(3)接種歴の確認

高齢者の肺炎球菌感染症の予防接種を行 うに当たつては、予診票により、当該予防

接種の接種歴について確認を行 うこと。

(4)予防接種の特例

ア 平成 26年 10月 1日 か ら平成 27年 3月 31日 までの間、 (1)ア の対象者につ

いては、平成 26年 3月 31日 において 100歳以上の者及び同年 4月 1日 から平成

27年 3月 31日 までの間に 65歳、70歳、75歳、80歳、85歳、90歳、95歳又は

100歳 となる者 とすること。

イ 平成 27年 4月 1日 か ら平成 31年 3月 31日 までの間、 (1)ア の対象者につい

ては、65歳、70歳、75歳 、80歳、85歳、90歳 、95歳又は 100歳 となる日の属す
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る年度の初 日か ら当該年度の末 日までの間にある者 とすること。
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事 務 連 絡

平成 26年 7月 16日

各者「道府県衛生主管部 (局)御 中

厚生労働省健康局結核感染症課

ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種に関するリーフレッHこついて

標記について、別添可から3のリーフレットを作成し、厚生労働省ホー

ムページに掲載いたしました。

別添1及び別添2は、かかりつけ医療機関で当該定期接種を受けられ

る方及びその保護者の方において、当該定期接種について、接種前に

改めて御理解いただくことを目的としております。

また、別添3は、当該定期接種を行う医療従事者において、接種に当

たつての注意事項を御理解いただくことを目的としております。

つきましては、貴管内の市町村 (保健所を設置する市及び特別区を含

む。)及び医療機関等の関係機関へ情報提供いただくようお願いいたし

ます。

(別添内訳)

別添 1 被接種者向けリーフレット

別添 2 保護者向けリーフレット

別添 3 医療従事者向けリーフレット

(参考)

予防接種情報ホームページ

http:〃― w,mhlw gojp/st7seisakuitsuiteん unya/kenkou iryou/kenkou/kekkaku― kansenshou/

yobou― sesshu/index.httnI
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こんな症状が出たら、すぐにお医者さんや周りの大人に相談しましょう。

注射の針を刺したときに強い痛みやしびれを感じる

ワクチンを受けた後に、注射した部分以外のところで痛みや手足の

しびれ・ふるえなど気になる症状や体の変化がある

他にもこんな症】犬が出ることがあります。

よく起こるもの

注射した部分の痛み、はれ、赤み、かゆみ、

出血、不快感

疲れた感じ、頭痛、腹痛、筋肉や関節の痛み、

じんましん、めまい

まれに起こるもの    緊張や不安などをきっかけに気を失う

サーバ リックス添付文書 (第 7版 )

ガーダシル添付文書 (第4版 )

ふ すい い

痛みやしびれ、動かしにくさ、不随意運動について

ワクチンを接 種 した後 に、広 い範 囲 に広 が る痛 みや、手足の 動 か しにくさ、不 随意 運 動 (動 か そ うと

思 つていないのに体 の一 部 が勝 手 に動 いて しまうこと)な どを中心 とする多ホ鼓な症 状 が起 きたことが

報 告 されています。これ らの原 因 は現 在 調 べ ているところですが、その報 告頻 度 は 5万 接 種 に 1回 で

あ り、ワクチンを接 種 した後 や、けがの後 な どに原 因不 明の痛 みが続 いたことが ある方 は これ らの症

状 が起 きる可能性 が高い と考 えられているため、接種 については医師 とよく相談 してください。

●
一

レ

ヽ
　
′

厚生労働省



B病院・診療所の中で気をつけることは?

気を失うと、倒れてケガをすることがあります

ワクチンを受けた後30分ほどは座つて

様子をみてください

Bワクチンを受けた日に
気をつけることは?

はげしい運動はやめましょう

Bワクチンさえ受ければ、
子宮けいがんにならない?

ワクチンを受けた人も、20歳を過ぎたら
2年に1回は必ず検診を受けてください

0ワクチンで感染を防げないウイルスが原因の子宮

けいがんを予防するには、子宮けいがん検診を受けて、

がんになる前に発見する必要があります。

子宮けいがんの原因となるウイルスが感染するのを防ぎます

0子宮けいがんの原因は性交渉によつて感染するヒトパピローマウイルス

(HPV)です。そのため、ワクチンを受けてウイルスの感染を防げば、子宮けい

がんも防ぐことができると考えられています。

●いま使われているワクチンは、子宮けいがんの50～70%の原因となる2つの

タイプのウイルスが感染するのを防ぎます。

厚生労働省のホームページでは、子宮けいがん

予防ワクチンに関する情報をご案内しています
厚労省 子宮けいがん
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子宮頸がん予防ワクチンを接種するお子様の 保護者の方へ
オ

・【ひ留意ください】

接種後には、お子様の様子をよく見てあげてください。

ワクチンの「意義」と「副反応」の両方を

十分に理解してからお子様に接種させてください

8意義
子宮頸がんの主な原因ウイルスの感染を防ざます

0子宮頸がんの原因は、性交渉によつて感染するヒトパピローマウイルス (HPV)です。そのため、ワクチンを接種してウイル

スの感染を防ぐことで、子宮頸がんも予防できると考えられています。

※子宮頸がん予防ワクチンは新しいワクチンのため、子宮頸がんそのものを予防する効果はまだ証明されていません。

●現在使用されている子宮頸がん予防ワクチンは、

子宮頸がんの原因の50～ 700/01)を 占める2つ の

タイプ(HPV 16型 と18型 )に感染するのを防ぎます。

9 HPVに感染しても多くの場合は自然になくなります

が、感染が続くと、細胞に異常が生じ(前がん病変)、

さらにその一部ががんになります。また、HPVの感

染は、一生のうち何度も起こり得ます。

1)ヒ トバビローマウイルス(HPリ ワクチンに関するフアクト
ンート(平成22年7月 7日版)日立感染症研究所

0起こる可能性のある副反応
主なものは、接種部位の痛みやはれですガ3

子宮頸がんの進行と2つの予防法

0子宮頸がん予防ワクチン接種後にみられる主な副反応には、接種部位の痛みやはれ、赤み

があります。

←その他、接種部位のかゆみや出血、不快感、また、疲労感や頭痛、腹痛、筋肉や関節の痛み、

じんましん、めまいなども報告されています。

まれですが重い副反応も報告されています
e副反応については、接種との因果関係を問わず、報告を集め、定期的に専門家が分析・評価

しています。

これまでに報告のあつた重篤な副反応

・ アナフィラキシー :呼吸困難、じんましんなどを症状とする重しフ レルギー (約74万接種に1回 X)

・ ギラン・バレー症候群 :手足の力の入りにくさなどを症状とする末梢神経の病気 (約 178万接種に1回※
)

・ 急性散在性脳脊髄炎(ADEM):頭痛、嘔吐、意識の低下などを症状とする脳などの神経の病気 (約 222万接種に1回※
)

※副反応の報告頻度1平成26年 3月までに報告された症例について、専門家が評価を行い、頻度を計算しています。

2)サーバリックス添付文書 (第ア版)

3〕 ガーダンル添付文書 (第4版 )

痛みやしびれ、動かしにくさ、不随意運動について

ワクチンを接種 した後 に、広 い範囲に広 がる痛みや、手足の動か しにくさ、不随意 運動 (動 かそ うと思つていないのに体の

一 部が勝 手 に動 いて しまうこと)な どを中心 とする多様な症状が起 きたことが報告されています。これらの原因は現在調

べ ているところですが、その報告頻 度は 5万 接種 に 1回 であり、ワクチンを接種 した後や、けがの後などに原因不明の痛み

が続 いたことがある方 はこれ らの症状 が起 きる可能性 が高いと考えられているため、接種 については医師とよく相談 して

ください。

子宮頸がん予防ワクチンは、積極的におすすめすることを一時的にやめています

検診で早期発見

前がん
病変

再びHPVIE感染_………1.中………………… 自然治癒する
することもある               ものも多い

ｈ
ｉ

悪化

一部が

● :i ■r,

ほとんどは
自然消滅ヽ

一部は感染が
持続

ワクチンで予防

感染

HPVに

厚生労働省
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保護者が気をつけること

お子様の様子をよく見てあげてください

8医療機関での注意点
失神による転倒に備え、接種後30分ほどは座らせて

様子をみてあげてください

0注射に対する恐怖心などをきっかけに、接種後に失神することがあります。

●転倒によるけがを防ぐため、接種後30分ほどは、背もたれのあるイスなど体を預け

られる場所に座らせて様子をみてあげてください。

8接種当日の注意点
激しい運動は避けさせてください

0接種当日は、激しい運動は避けさせてください。

●接種部位を清潔にして、体調に変化がないか気をつけて見てあげてください。

0気になる症状が現れたとき
すぐに医師にご相談ください

●注射針を刺した直後から、お子様が強い痛みやしびれを感じた場合は、すぐに医師にお伝

えください。

●接種後、お子様に気になる症状や体調変化が現れたら、すぐに医師にご相談ください。

●1回日の接種後に気になる症状が現れた場合は、2回日以降の接種を控落 ことができます。

8副反応によって医療機関での治療が必要になつたとき
お住まいの市区町村へご相談ください

0副反応によって、医療機関での治療が必要になつたり、生活に支障が出るよう

な障害が残るなどの健康1皮害が生じたりする場合は、法律に基づく救済が受け

られます。お住まいの市区町村の予防接種担当へご相談ください。

湖 救済を受けるには、健康枚害が予防接種によつて引き起こされたものか別の要因によるものかを、専門家から構

成される区の審議会で審議し、認定される必要があります。

0お子様が20歳になつたとき
ワクチンを接種した方も、

子宮頸がん検診を定期的に受けさせてください

●子宮頸がん予防ワクチンは、全てのタイプのHPVの感染を予防するものではありません。

●ワクチンで感染を防げないHPVが原因の子宮頸がんを予防するには、子宮頸がん検診

を受診して、がんになる前の前がん病変の段階で早期発見する必要があります。

●ワクチンを接種したお子様にも、20歳になつたら2年に1回は必ず検診を受けさせてください。

接種前に確認を

[コ 子宮頸がんは、ワクチン接種により予防できると考えられていることを理解した

_」 子官頸がん予防ワクチンの接種による副反応について理解した

ロ ワクチンを接種しても、20歳になつたら検診も必要であることについて理解した

厚生労働省のホームページでは、子宮頸がん
予防ワクチンに関する情報をご案内しています

厚労省 子宮けいがん
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HPV(子宮顕がん予防)ワクチンの接種に当たつて
～ 医療従事者の方へ ～

厚生労働省結核感染症課

1.HPVワ クチン接種に当たつての情報提供について

HPVワ クチンについては、接種後に出現する広範な疼痛、運動障害について現在専門

家の間で検討中であり、積極的勧奨を差し控えております。

しかしながら、HPVワ クチンが定期接種の対象であることに変わりはなく、接種を希

望される方に対しては接種が行われています。ワクチン接種に当たつては、被接種者 日

保護者に十分な情報提供 日当ミュニケーションを図つた上で実施 してください。なお、

その場合は被接種者の不安にも十分御配慮 ください。

2.ワクチンの有効性について

子宮頸がんは年間約 10,000人の罹患者と約 3,000人 の死亡者を生じる疾患です。HPV

ワクチンは、これら子宮頸がん全体の 50～ 70%の原因を占めるとされている 16型・ 18

型等を対象としたワクチンであり、16型 日18型による前癌病変や持続感染を 90%以上

予防した等の報告がされています。前癌病変、持続感染の予防により、子宮頸がんを減

少させる効果が期待できます。

なお、海外のデータでは、公的接種導入により全体として前癌病変や HPV感染が減少

したというデータもあります。

3.ワクチンのリスクについて

副反応については、ワクチン接種との因果関係を問わず報告を集めています。
一定の頻度で発生する副反応については、添付文書に下表のとおり記載されています。

重い副反応の報告頻度は下表のとおりでナ。

頻度は副反応報告制度に基づき、平成 26年 3月 31日 まで I された症例数をもとに計算しています。

日疼痛又は運動障害の報告について

HPVワ クチン接種後に広範な疼痛又は運動障害を中心とずる多様な症状
※1が

認められ

た症例が報告されています。その報告頻度は 10万接種当た り2.0件程度
※2で

す。

※ 1 多様な症状とは具体的には失神、頭痛、腹痛、発汗、睡眠障害、月経不整、学習意欲

の低下、計算障害、記憶障害等である。

※2 副反応報告制度に基づく報告頻度。保護者報告等の、医師の評価を受けていない報告

を合計した場合、頻度は 10万接種当たり3.6件程度となります。

発生頻度

頻度不明

1%未満

1～ 10%未満

10～ 50%以上

50%以上

四肢痛、失神、リンパ節症   など

注射部の知覚異常、感覚鈍磨、全身の脱カ

奪麻疹、めまい、発熱 な ど

掻岸、腹痛、筋痛・関節痛、頭痛  など

疼痛・発赤 日腫脹、疲労感

ワクチン :サーバリックス

疲労 口倦怠感、失神、筋痛・関節痛、田区吐など
硬結、四肢痛、筋骨格硬直、腹痛・下痢

掻痒・出血・不快感、頭痛、発熱

腫脹、紅斑

落痛

ワクチン :ガーダンル

急性散在性脳脊髄炎 (ADEM)

ギラン・パレー症候群

アナフィラキシー

病気の名前

10万接種当たり0.04件

10万接種当たり0.06件

10万接種当たり0.1件
報告頻度



B接種後、広範な疼痛又は運動障害が起こつた場合は、以下の対応を検討してください。

(1)副反応報告を行う。

(2)それ以降の HPVワ クチン接種の中止や延期を行う。

(3)神経学的免疫学的鑑別診断及び適切な治療が可能な医療機関
※
を受診させる。

※ 適切な医療機関については、平成 25年 10月 11日付け及び平成 26年 7月 16日 付け事務連絡
「子宮頸がん予防ワクチン接種後の痛みの診療についてJを参考にしてください。

4.接種上の注意について

O 上に書いてあるような、ワクチン接種の有効性 ロリスク等について、十分に説明の

上、接種を行つてください。

O 次のいずれかに該当すると認められる方には、接種をすることはできません。

(1)明 らかな発熱を呈している方

(2)重篤な急性疾患にかかつていることが明らかな方

(3)本剤の成分によつてアナフィラキシーを呈したことが明らかな方

(4)予防接種を行うことが不適当な状態であると判断された方

O 次のいずれかに該当する方等に対しては、予防接種の必要性、副反応及び有用性に

ついて十分に説明を行い、異常な症状を呈した場合には速やかに医療機関を受診ずる

旨伝えた上で接種を行つてください。

(1)血小板減少症や凝固障害を有する方

(2)心臓血管系疾患、腎臓疾患、肝臓疾患、血液疾患、発育障害等の基礎疾患を有

する方

(3)予防接種で接種後 2日 以内に発熱のみられた方

(4)過去にけいれんの既往のある方

(5)過去に免疫不全の診断がなされている方及び近親者に先天性免疫不全症の者

がいる方

(6)妊婦又は妊娠している可能性のある方

(7)外傷等を契機として原因不明の疼痛が続いたことがある方

(3)ワ クチン接種後に激しい疼痛や四肢のしびれが生じたことがある方

(7)、 (3)に ついては、広範な疼痛又は運動障害が起こる可能性が高いと考えられ

ると指摘されています。

O 接種後、血管迷走神経反射が出現ずることがあるため、しばらく座位で様子を見て

ください。

5.今後の検討について

今後の HPVワ クチンの取扱いについては、現在、厚生科学審議会予防接種・ワクチン

分科会副反応検討部会等で検討を進めております。

議論の詳細については、下記の厚生労働省ホームページで公開していますので、御参

照ください。
<予防接種情報ホームページ>

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku― k

ansenshou/yobou― sesshu/index.htmi

<副反応検討部会ホームページ>
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r98520000008f2q.html#shingi127715




